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第１　地域における子育て支援

１　地域における子育て支援サービスの充実

(1) 家庭における子育て支援（Ｐ３２～３７）

①地域子育て支援拠点事業(子育てサロン，つどいの広場) [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 設置箇所数 設置箇所数 １３か所 設置箇所数 １３か所 設置箇所数 １３か所
　 子育てサロン 　子育てサロン １１か所 　子育てサロン １３か所 　子育てサロン １３か所

つどいの広場

延利用者数 27,713人
つどいの広場 ２か所 延利用者数 15,438人 延利用者数 31,298人

延利用者数 8,258人
②子育て支援隊 [子ども企画課]→[子どもサービス課] 設置箇所数 １か所 設置箇所数 １か所 設置箇所数 １か所

延訪問回数 ２８５回 延訪問回数 １１７回 延訪問回数 ２８５回
実訪問世帯数 ６１世帯 実訪問世帯数 ２９世帯 実訪問世帯数 ５３世帯
コーディネーター数 ２人 コーディネーター数 ２人 コーディネーター数 ２人
子育て支援員数 １３人 子育て支援員数 １３人 子育て支援員数 １３人

③ファミリー・サポート・センター事業 [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 援助活動件数 会員数 依頼会員1,764人 会員数 依頼会員1,774人 会員数 依頼会員1,870人
提供会員　204人 提供会員　223人 提供会員　223人
両方会員　 85人 両方会員　 85人 両方会員　 85人

活動件数 9,975件 活動件数      4,896件 活動件数 10,576件

④まめっこサロン，青空サロン [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 実施箇所数，実施回数 実施箇所数，実施回数 実施箇所数，実施回数
まめっこサロン　４か所９回 まめっこサロン　４か所４回 まめっこサロン　４か所９回
青空サロン　１か所 ４回 青空サロン　１か所 １回 青空サロン　１か所 ２回

（他に雨天中止１回） （他に雨天中止３回） （他に雨天中止３回）

⑤ちびっこなかよし運動会 [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 開催回数 １回 開催回数 １回 開催回数 １回

　四季の杜公園） 　四季の杜公園） 　四季の杜公園）

⑥子育て応援券プレゼント事業 [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 未実施 未実施
（事業化に向けて検討中） （事業化に向けて検討中）

施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績

函館短期大学，大森浜団地

開催回数
　自然とふれあう親子ゲーム等を通じて，子育て家庭の親子等がふれあ
い，交流を図る事業で，子育てへの父親の参加の促進も図る。

平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

　子育て家庭における子育ての不安感等を緩和し，子どもの健やかな育ち
を促進するため，親子等の交流の場を開設し，子育てについての相談，情
報の提供，助言その他の援助を行う。

中央，花園，亀田港，
美原，石川，鍛治さくら，
深堀、赤川、大谷港，
つつじ，南かやべ

※「ひろば館事業」等の
同様の取組みと併せて，
全小学校区での実施をめ
ざす

中央，花園，亀田港，
美原，石川，鍛治さくら，
深堀、赤川、大谷港，
つつじ，南かやべ
函館短期大学，大森浜

中央，花園，亀田港，
美原，石川，鍛治さくら，
深堀、赤川、大谷港，
つつじ，南かやべ
函館短期大学，大森浜

実施箇所数

つどいの広場の事業内容を子育てサ
ロンと同様にする。

　子育て家庭における子育てに関する様々な悩みや相談に対応するため，
コーディネーターを配置し，ケースマネジメントや関係機関との連携を図
るとともに，子育てに関する悩みの傾聴や子どもとの遊び方の助言のほ
か，各種サービスに係る情報提供等を行う子育て支援員が家庭訪問する。

　育児の援助を受けたい人（依頼会員）と行いたい人（提供会員）が会員
登録し，育児について助け合う会員組織の事業。

実施箇所数
　子育てサロンの指導員が地域に出向き子育て支援活動を行う「地域支援
活動」として，町会館等の屋内で行う「まめっこサロン」や公園等の屋外
で行う「青空サロン」を実施する。

（７月３日開催　560人参加 （７月３日開催　560人参加

ニーズの把握に努め，そ
の状況に応じて事業化を
検討。

　子育てに関する負担感の解消はもとより，子育て支援サービスの利用促
進を図るため，出生世帯等に子育て支援サービスに係るお試し利用券等を
配布する。

（７月５日開催　559人参加
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

⑦函館市子ども条例の制定 ［子ども企画課］ 10月～11月 4月 条例施行 4月 条例施行
6月～7月 6月～7月

3月 条例公布
一般用         52,000部 一般用         52,000部

小学校5･6年生用 4,000部 小学校5･6年生用 4,000部

⑧はこだてキッズプラザ ［経済部中心市街地担当］ 9月

10月

11月

3月 指定管理者を指定
⑨はこだてみらい館 ［経済部中心市街地担当］

3月　 指定管理者を指定
⑩ひとり親家庭等奉仕員派遣事業 [子育て支援課] 利用世帯数 ５世帯 利用世帯数 ３世帯 利用世帯数 ５世帯

延回数１０９回(１９４時間) 延回数    ４９回(９５時間) 延回数１００回(２００時間)

⑪子育てアドバイザー活用推進事業 [次世代育成課] 活動件数 活動件数 ５００件 活動件数  １９２件 活動件数 ５５０件

研修会 年　２回 研修会 　 ０回 研修会 年　２回

⑫児童館における子育て支援事業 [次世代育成課] 実施箇所数 実施箇所数 ２７館 実施箇所数 ２７館 実施箇所数 ２７館
児童館
母と子の家

10月15日　オープン

開設に向けた整備 10月15日　オープン

児童館　２６か所

平成28年10月開設をめざ
す。

平成２８年度からの条例
施行をめざす。　家庭や地域の子育て力の低下，子育て家庭の孤立化が指摘され，また，

女性の就業機会の増加が進んでいるなかで子育て支援を推進するととも
に，子どもたちが生きる喜びを感じながら健やかに育つことのできる環境
を整え，地域全体が子どもたちの成長を喜びをもって支える社会の実現を
図るため，子どもに関わる施策推進の柱となる本条例を制定し，平成28年
度からの施行をめざす。
（（仮称）函館市子ども条例の制定から名称変更）

周知用リーフレットの
作成・配付

パブリックコメント手続の
実施 周知用リーフレットの

作成・配付

　函館駅前若松地区第一種市街地再開発事業（和光ビル跡地）において，
託児機能を有し，親子によるふれあいや遊びのほか，子育てに関する情報
交換等ができる施設として，平成28年度中の開設をめざす。
（子育て世代活動支援プラザから名称変更）

はこだてキッズプラザ
条例を制定
施設内に設置するコン
テンツ制作等を開始。
（～H28.9）

指定管理者の募集を開
始（～12月）

平成28年10月開設をめざ
す。　函館駅前若松地区第一種市街地再開発事業（和光ビル跡地）において，

子どもをはじめ，広く市民から観光客までが先端技術を活用した体験や交
流ができる施設として，平成28年度中の開設をめざす。
（はこだておもしろ館から名称変更）

事業の継続
　ひとり親家庭等の保護者が，技術習得，疾病，出張，事故，看護等の理
由で一時的に生活援助などのサービスが必要な場合に奉仕員を派遣する。

　子育てに関する専門的な知識や技能を有し，地域において積極的なボラ
ンティア活動を行う，子育てアドバイザーを活用し，子育て家庭を支援す
るとともに，その自主的な活動を促進する。

　児童館や母と子の家において，子育てアドバイザーをはじめとするボラ
ンティアの協力を得るなかで，子どもたちの健やかな成長を地域全体で支
えていくための仕組みづくりを進める。

児童館　２６か所
母と子の家１か所 母と子の家１か所 母と子の家１か所

9月 　はこだてみらい館条例
を制定
10月　施設内に設置するコン
テンツ制作等を開始。
（～H28.9）
11月　指定管理者の募集を開
始（～12月）

児童館　２６か所

開設に向けた整備
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

⑬養育支援訪問事業 [次世代育成課] 派遣回数 派遣回数 派遣回数
保健師等 回 保健師等   回 保健師等 ３５回
ヘルパー 回 ヘルパー 回 ヘルパー １２６回

⑭どさんこ・子育て特典制度（道事業） [次世代育成課] 事業の継続 協賛店等件数 ７８件 協賛店等件数 件 協賛店等件数 件
　

⑮お父さんのための子育て講座 [次世代育成課] 未実施 未実施
（今後事業化を検討） （今後事業化を検討）

⑯乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） [母子保健課] 事業の継続 対象者数 1,599人 対象者数 597人 対象者数 1,554人
訪問者数 1,599人 訪問者数 507人 訪問者数 1,554人

（8月末実績）

(2) 施設における子育て支援（Ｐ３８～４２）

①病児保育事業 [子ども企画課]→ [子どもサービス課] 施設数 施設数 １か所 施設数 １か所 施設数 １か所
定員 ４人 定員 ４人 定員 ４人
延利用者数 ４１０人 延利用者数 １７５人 延利用者数 ３５７人

②保育所における一時預かり事業 [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 施設数 施設数 ３３か所 施設数 ３４か所 施設数 ３４か所
延利用者数 １１，７７６人 延利用者数 ５，９９４人 延利用者数 １２，４５８人
※私立幼稚園，認定こども園含む

※函館市一時預かり事業運営費補助

③私立幼稚園における季節学童預かり事業 [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 施設数 施設数 ３か所 施設数 ３か所 施設数 ３か所
延利用者数 ３０６人 延利用者数 ２５８人 延利用者数 ５１１人

※認定こども園含む
④私立幼稚園における一時預かり事業 [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 事業の継続 施設数 ２６か所 施設数 ４３か所 施設数 ４３か所

延利用者数１１０，２８１人 延利用者数 ７０，７８９人 延利用者数１４９，４０４人
※公立幼稚園，認定こども園含む

⑤幼稚園における託児事業 [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 施設数 施設数 ３か所 施設数 ３か所 施設数 ３か所
延利用者数 ２，０４５人 延利用者数 ３２９人 延利用者数 ５９０人

３０
１０８

８５ ８５

７２
１１

児童館等において試験的
に実施し，ニーズの把握
に努め，その状況に応じ
て事業化を検討。

　子育て中の父親等が，子育ての楽しさやすばらしさを実感できるよう，
男女共同参画の視点を取り入れた子育てに関する学習会や遊びの体験会等
を実施する。

事業の継続
　児童の養育に関して，保護者を支援することが特に必要と認められる家
庭に対し，保健師や家庭児童相談員，ヘルパー等が訪問し，子どもの養育
に関する指導や助言を行うことにより，家庭における子どもの適切な養育
環境を確保する事業で，平成19年度に育児支援家庭訪問事業として開始
し，平成24年度からは養育支援訪問事業として実施している。

　妊娠中もしくは小学生までの子どもを持つ子育て家庭が，協賛店や協賛
施設を利用する際に，認証カードを提示することで，商品の割引やグッズ
の提供などの特典が受けられる事業。

　保護者が就労している場合などにおいて，子どもが病気の際に，家庭で
保育ができない保護者に代わって，医療機関に近接した施設で一時的に預
かり，保育する事業。

　保護者の断続的または短期間の労働や傷病等による緊急時その他の理由
により，家庭で子どもの保育が困難な場合に，保育所で一時的に保育する
事業。

　私立の幼稚園の長期休業期間に施設などを利用して，小学校低学年児童
を預かる事業。

　幼稚園で，教育課程にかかわる教育時間前後や休業日等において，希望
する児童を預かる事業。

　幼稚園行事等の際にその施設を利用して，未就園児を対象に，託児する
事業。

　生後４か月までの赤ちゃんがいるすべての家庭を保健師や子育てアドバ
イザーが訪問し，子育てに関する情報提供や相談等に対応する事業。

※函館市一時預かり事業運営費補助
の対象外
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

⑥子育て支援短期利用事業（ショートステイ事業） [子育て支援課] 事業の継続 施設数 ３か所 施設数 ３か所 施設数 ３か所
（くるみ学園，国の子寮， （くるみ学園，国の子寮， （くるみ学園，国の子寮，
　さゆり園） 　さゆり園） 　さゆり園）
延利用者数 １７９人 延利用者数 ６９人 延利用者数 １７９人

　
⑦トワイライトステイ事業 [子育て支援課] 事業の継続 施設数 ３か所 施設数 ３か所 施設数 ３か所

（くるみ学園，国の子寮， （くるみ学園，国の子寮， （くるみ学園，国の子寮，
　さゆり園） 　さゆり園） 　さゆり園）
延利用者数 ２１人 延利用者数 ２７人 延利用者数 ６０人

⑧放課後児童健全育成事業（学童保育事業）の充実 ［次世代育成課］ 施設数 施設数 か所 施設数 か所 施設数 か所
クラス数 クラス クラス数 クラス クラス数 クラス
利用者数 人 利用者数 人 利用者数 人

⑨放課後児童健全育成事業における公共施設の活用促進 ［次世代育成課］ 事業の継続 小学校余裕教室 か所 小学校余裕教室 か所 小学校余裕教室 か所
小学校併設 １ か所 小学校併設 １ か所 小学校併設 １ か所
児童館 ３ か所 児童館 ３ か所 児童館 ３ か所

⑩放課後子ども教室推進事業 ［次世代育成課］ 事業の継続 施設数 ９ 施設数 １１ 施設数 １１
（あさひ，旭岡，南本通， （あさひ，旭岡，南本通， （あさひ，旭岡，南本通，
　鍛神，高丘，本通，柏野， 　鍛神，高丘，本通，柏野， 　鍛神，高丘，本通，柏野，
　えさん，八幡） 　えさん，八幡，万年橋， 　えさん，八幡，万年橋，

　亀尾） 　亀尾）
開催回数 回 開催回数 回 開催回数 回

（７月末時点）
⑪放課後子ども総合プラン指導員研修会 ［次世代育成課］ 事業の継続 障がい児研修 ２ 回 特別研修（食物アレルギー） 障がい児研修 ２ 回

特別研修（救急救命講習等） １ 回 特別研修（食物アレルギー等）
３ 回 ２ 回

１１０ ３７８

１，９６７ １，９６７

１４ １６ １６

か所 か所

　保護者が病気，出産，冠婚葬祭等で一時的に子どもの養育が困難となっ
た場合に，７日間以内，保護者に代わって，保育する事業。

４９

か所

　保護者が急な残業などの理由により，夜間に不在となり，子どもの養育
が困難となった場合やその他緊急の用事ができた場合に，保護者が帰宅す
るまでの間，施設で夕食を提供し，保育する事業。

　保護者が，労働等により昼間家庭にいない小学校児童を対象に，放課後
児童クラブ（学童保育所）において，その保護や健全な育成を行う事業。
　平成27年度から，放課後児童クラブ（学童保育所）の質の改善をめざ
し，子ども・子育て支援新制度のもと，「函館市放課後児童健全育成事業
の設備および運営に関する基準を定める条例」を施行している。
　今後は，本条例に基づき，各クラブに対する適切な指導検査等を行うな
かで，保育環境の整備や保育料の適正化，指導員の待遇改善などに努め，
放課後児童健全育成事業の充実を図る。

　民家やアパート等で実施している放課後児童クラブ（学童保育所）の安
定した運営や保護者負担の軽減を目的に，学校余裕教室などの公共施設の
活用を推進する。

５４
５９

５４
５９

１，７８２

　放課後児童健全育成事業および放課後子ども教室推進事業の一体的また
は連携した実施を推進する放課後子ども総合プランに携わる放課後児童支
援員（指導員）およびボランティアを対象に，児童の健全育成に関する必
要な知識習得のための研修会を実施する。

５６

　小学校の余裕教室等を放課後の児童の活動場所として提供し，地域住民
や保護者，学生などにボランティアとして協力を得るなかで，遊びや交流
活動を通じて児童の健全育成を図る事業。

２９０
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

(3) 子育て相談，情報提供体制の充実（Ｐ４３～４６）

①幼稚園における未就園児施設開放・相談事業 施設数 未就園児施設開放 未就園児施設開放 未就園児施設開放
私立 ２２か所 私立 ２２か所 私立 ２２か所
公立 ３か所 公立 ３か所 公立 ３か所

※認定こども園含む ※認定こども園含む ※認定こども園含む
②子育て支援コンシェルジュ事業 ［子ども企画課］→［中心市街地担当，子ども企画課］ 未実施 未実施

③子どもなんでも相談１１０番 [次世代育成課] 事業の継続 家庭児童相談員 名 家庭児童相談員 名 家庭児童相談員 名
相談件数 件 相談件数 件 相談件数 件

④子育てネットらんど [次世代育成課] 事業の継続 開催回数 回 開催回数 回 開催回数 回
参加者数 名 参加者数 名 参加者数 名

⑤子育て支援ネットワーク研修会 [次世代育成課] 事業の継続 開催回数 回 開催回数 回 開催回数 回
参加者数 人 参加者数 人 参加者数 人

⑧まめっこサロン，青空サロン（再掲）[子ども企画課]→［子どもサービス課］

⑨はこだてキッズプラザ（再掲） ［経済部中心市街地担当］
⑩子育てアドバイザー活用推進事業（再掲） [次世代育成課]
⑪児童館における子育て支援事業（再掲） [次世代育成課]
⑫お父さんのための子育て講座（再掲） [次世代育成課]
⑬乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）（再掲） [母子保健課]

２

キッズプラザ内に開設
（10月15日開始）

１０９ ２３ ７３
１

１ ０ １
１５３ ０ １５０

２ ２ ２

 未就園児と保護者を対象に施設を開放し，未就園児を持つ子育て家庭への
支援を行うとともに，その機会に，子育てや幼児教育に関する各種の相談
に応じて，必要な情報提供等を行う事業。

　子育て支援サービス等に係る総合案内窓口として，保護者への情報提供
のほか相談対応など，利用者支援等を行う事業。

[子ども企画課]→［子どもサービス課，教育指導課］

[子ども企画課]→［子どもサービス課］

 教員の資格を有する専任の相談員を配置し，子育て，障がい，病気，家庭
内の問題，保育所・幼稚園・学校での問題や虐待など，子どもに関するあ
らゆる相談を受け付ける窓口として，「子どもなんでも相談１１０番」を
開設している。

平成28年10月開設をめざ
す。

５７０ ３５０ ７００

２

　子育て支援に関わる市民団体や専門機関など19団体に子ども未来部を加
えた20団体により構成される函館市子育て支援ネットワークによる地域の
子育て力の向上や子育て支援の機運の醸成を図るためのイベントを開催す
る。

　子育て支援ネットワーク参加団体の実務者や子育て家庭等を対象に，子
育てに役立つ知識や情報等を得るための講演会等を開催する事業。

⑥地域子育て支援拠点事業(子育てサロン，つどいの広場)(再掲) [子ども企画課]→［子どもサービス課］

⑦子育て支援隊(再掲)

（平成２８年１０月からの事
業開始。キッズプラザ内に設
置する。）
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

２　保育サービスの充実

(1) 多様な保育ニーズへの対応（Ｐ４７～５１）

①私立幼稚園における一時預かり事業（再掲） [子ども企画課]→［子どもサービス課］

②通常保育事業（認可保育所） [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 認可保育所 認可保育所 認可保育所
施設数 か所 施設数 か所 施設数 か所
延利用者数 人 延利用者数 人 延利用者数 人

認定こども園（幼保連携型） 認定こども園（幼保連携型） 認定こども園（幼保連携型）
施設数 か所 施設数 か所 施設数 か所
延利用者数 人 延利用者数 人 延利用者数 人

認定こども園（保育所型） 認定こども園（保育所型） 認定こども園（保育所型）
施設数 か所 施設数 か所 施設数 か所
延利用者数 人 延利用者数 人 延利用者数 人

③延長保育事業 [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 施設数 施設数 施設数 施設数
３０分延長 ３０分延長 １５か所 ３０分延長 １９か所 ３０分延長 １９か所
１時間延長 １時間延長 １５か所 １時間延長 １０か所 １時間延長 １０か所
２時間延長 ２時間延長 ３か所 ２時間延長 ３か所 ２時間延長 ３か所
３時間延長 ３時間延長 １か所 ３時間延長 １か所 ３時間延長 １か所
４時間延長 ４時間延長 １か所 ４時間延長 １か所 ４時間延長 １か所

延利用者数 ２９，５４５人 延利用者数 １４，０７２人 延利用者数 ３０，５０７人
④休日保育事業 [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 施設数 施設数 ２か所 施設数 ２か所 施設数 ２か所

延利用者数 １，５３２人 延利用者数 ９５２人 延利用者数 １，９８１人

⑤保育所における障がい児保育 [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 施設数 施設数 １８か所 施設数 １６か所 施設数 １６か所
入所実人員 ４８人 入所実人員 ３７人 入所実人員 ３７人

⑥地域型保育事業 [子ども企画課]→［子どもサービス課］

⑦低年齢児保育対策事業（認可外保育施設）[子ども企画課]→［子どもサービス課］ 施設数 施設数 ４か所 施設数 ３か所 施設数 ３か所
延利用者人数 ４５６人 延利用者人数 １８０人 延利用者人数 ３６０人

⑧季節保育所 [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 施設数 ２か所 施設数 ２か所 施設数 ２か所
延利用者人数 ２１７人 延利用者人数 １３０人 延利用者人数 １９６人

22,693

2

8 8

16

地域の実情に応じて事業化を
検討

地域の実情に応じて事業化を
検討

24
41,551 11,016

4,060 8,810

老朽化した施設の整備を
進め，定員の適正化はも
とより，保育環境の充実
を図り，適切な保育サー
ビスの提供に務める。

　保護者の労働や疾病等の理由により，保育を必要とすることが認められ
る児童を，保護者に代わって保育を行い，児童の心身の健全な発達を図る
事業。

44 24

16
5,573

1

951

317

　保護者の就業形態の多様化等に対応するため，通常の開所時間を超えて
３０分から４時間まで，保育所の保育時間を延長する事業。

　保育所入所児童のうち，保護者の就業形態等により，休日において保育
を必要とすることが認められる児童を，保育所において保育を行う事業。

　保護者の労働等の理由により，保育所，認定こども園において保育を必
要とすることが認められる心身に障がい（軽度および中度）のある乳幼児
を保育する事業。

地域の実情に応じて実施
について検討する。　認可保育所の補完的役割を担う，3歳未満の子どもを対象とした19人以下

の小規模保育事業として，子ども・子育て支援新制度の施行に伴い市町村
が認可する事業。

　認可保育所の補完的役割を担う認可外保育施設において，委託により低
年齢児保育を実施する事業。

地域の保育ニーズに応じ
た事業の継続　市街地から離れた認可保育所未設置地区において，毎年４月から12月ま

での９か月間，農・漁業の繁忙期等における地域の保育需要に応じて保育
を実施する事業。

12,372

※函館市特定教育・保育施設療育支
援事業
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

⑨保育所地域活動事業 [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 施設数 施設数 ２３か所(３２科目) 施設数 １８か所(２５科目) 施設数 １８か所(２５科目)
世代間交流 ２０か所 世代間交流 １５か所 世代間交流 １５か所
異年齢児交流 １１か所 異年齢児交流 ８か所 異年齢児交流 ８か所
育児講座 １か所 育児講座 ２か所 育児講座 ２か所

⑩認定こども園への円滑な移行促進 [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 適切な対応に努める

⑪病児保育事業（再掲） [子ども企画課]→［子どもサービス課］
⑫保育所における一時預かり事業（再掲） [子ども企画課]→［子どもサービス課］

(2) 保育サービスの質の向上（Ｐ５２）

①保育サービスの情報提供 [子ども企画課]→［子どもサービス課］

②保育の質の向上 [子ども企画課]→［子どもサービス課］

➂保育サービスにおける第三者評価事業の普及促進
　
保

[子ども企画課]→［子どもサービス課］

３　子育て支援のネットワークづくり

(1) 子育て支援ネットワークづくりの促進（Ｐ５３～５５）

①ちびっこあそびの広場 [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 開催回数 開催回数 １回 開催回数 １回
参加者数 ４９１人 参加者数 ５００人

各園での職場内研修の実施
各種職場外研修会，講演会等
への参加

「幼稚園・保育所・認定こども園利
用のしおり」，ホームページ，各保
育所などにおいて保育サービスに関
する情報提供を行っている。

各施設への説明会等を通じ，
円滑な移行促進を図る。
　平成２８年度から移行予定
　　幼稚園　４施設
　　保育所１９施設

各施設への説明会等を通じ，
円滑な移行促進を図る。
　平成２９年度から移行予定
　　幼稚園　１施設
　　保育所　９施設

各施設への説明会等を通じ，
円滑な移行促進を図る。
　平成２９年度から移行予定
　　幼稚園　１施設
　　保育所　９施設

　幼稚園機能と保育所機能を併せ持つ認定こども園の設置により，地域の
実情に応じた多様化するニーズへの対応が図られることから，子ども・子
育て支援新制度の移行に伴い，既存の幼稚園や保育所からの円滑な移行促
進を図る。

　保育サービスの実施状況等に関する情報を市の情報誌などで提供すると
ともに，利用者の選択肢を拡げるため，ホームページなどを利用した積極
的な情報提供を推進する。

　地域において多様化する子育て支援に関するニーズに対応するため，地
域に開かれた社会資源として，保育所が有する専門的な機能を活用し，世
代間交流や異年齢児交流，育児講座などを実施する事業。

　保育サービスの提供内容などを，公正・中立な第三者機関が評価を行
い，その結果が公表されることとなる第三者評価事業の普及促進を図る。

１１月１９日の開催に向け準
備中　いろいろな遊びを通じて，子育て家庭の親子等がふれあい，交流し，情

報交換を行うほか，育児・栄養相談などを行う子育てサロンとつどいの広
場の合同事業で，子育てへの父親の参加の促進も図る。

事業の継続 「幼稚園・保育所・認定こども園利
用のしおり」，ホームページ，各保
育所などにおいて保育サービスに関
する情報提供を行っている。

「幼稚園・保育所・認定こども園利
用のしおり」，ホームページ，各保
育所などにおいて保育サービスに関
する情報提供を行っている。

未実施
（今後事業化を検討）

事業の継続 各園での職場内研修の実施
各種職場外研修会，講演会等
への参加

各園での職場内研修の実施
各種職場外研修会，講演会等
への参加

未実施
（今後事業化を検討）

（１０月３１日　サンリフレ）

　各種研修会への参加、保育所内研修の積極的な実施を促進するととも
に、研修機会の拡充、各保育所に対する指導監督体制の充実を図る等、保
育の質の向上に努める。

事業の継続

（１１月１９日　サンリフレ）
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

②子育て支援ネットワーク事業 [次世代育成課] 事業の継続 ネットワーク会議の開催 ネットワーク会議の開催 ネットワーク会議の開催
１回 回 １回

部会の開催 １０回 部会の開催 回 部会の開催 １０回
イベントの開催 １回 イベントの開催 ０回 イベントの開催 １回
研修会の開催 ２回 研修会の開催 １回 研修会の開催 ２回

③地域子育て支援拠点事業(子育てサロン，つどいの広場)(再掲) [子ども企画課]→［子どもサービス課］

④まめっこサロン，青空サロン（再掲）[子ども企画課]→［子どもサービス課］

⑤ちびっこなかよし運動会（再掲）[子ども企画課]→［子どもサービス課］
⑥はこだてキッズプラザ（再掲） ［経済部中心市街地担当］
⑦児童館における子育て支援事業（再掲） [次世代育成課]
⑧お父さんのための子育て講座（再掲） [次世代育成課]

(2) 子育て支援情報の提供の充実（Ｐ５６～５７）

①子育てアプリの導入 [子ども企画課] 年度内　

②「すくすく手帳」の発行 [次世代育成課] 事業の継続 作成部数 ２，８００部 作成部数 ０部 作成部数 部

③子育てサポート情報通信「すくすく」の発信 [母子保健課] ホームページ更新 ホームページ更新 年　２回 ホームページ更新 年　１回 ホームページ更新 年　２回

(3) 地域における子育て意識の啓発推進（Ｐ５７～５９）

①主任児童委員，児童委員の活動の促進 ［地域福祉課］ 活動の促進 児童委員 ７１０人 児童委員 ７１０人 児童委員 ７１０人
うち主任児童委員 ５８人 うち主任児童委員 ５８人 うち主任児童委員 ６０人

②地域子育て支援拠点事業(子育てサロン，つどいの広場)(再掲) [子ども企画課]→［子どもサービス課］

③まめっこサロン，青空サロン（再掲）[子ども企画課]→［子どもサービス課］

④はこだてキッズプラザ（再掲） ［経済部中心市街地担当］
⑤子育てアプリの導入（再掲） [子ども企画課]
⑥児童館における子育て支援事業（再掲） [次世代育成課]

子育て情報の発信に係る調査
研究

２，９００

１
３

　子育て支援に関わる市民団体や専門機関など19団体に子ども未来部を加
えた20団体により「函館市子育て支援ネットワーク」を構成しており，市
民と協働して子育て支援を推進するため，地域の子育て力の向上や子育て
支援の機運を高めるためのイベント，研修会等を実施する事業。

計画期間内の事業化をめ
ざす。　子どもや子育て家庭を対象としたイベント情報や各種手当等の申請案内

のお知らせなど，子ども・子育て支援に関する情報をスマートフォン向け
アプリにより配信する事業。
（子育て応援サイトの開設から名称変更）

　子どもが生まれてから就学するまでの子育てに関する様々な制度や相
談・支援の窓口のほか，公共施設や商業施設を含め，市内において，おむ
つ替えや授乳・調乳のコーナーの設置情報を掲載した情報誌「すくすく手
帳」を作成し，すべての出生世帯と就学前児童を持つ転入世帯に配布する
事業。

　子どもの発達段階に応じた子育てワンポイント情報やその時時に話題と
なっている事柄をコンパクトにまとめ，年に2回ホームページに掲載すると
ともに，フリーペーパーなどにも適宜掲載するなど，より手軽に子育て情
報を入手できるよう情報の発信方法を工夫する。

　児童の健全育成や虐待防止の取組みなど，子どもと子育て家庭への支援
を住民と一体となって進めるため，主任児童委員，児童委員の活動を促進
する。

民間企業との連携によりアプ
リの導入について検討

民間企業による実証
実験開始
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

⑦子育て支援ネットワーク事業（再掲） [次世代育成課]
⑧「すくすく手帳」の発行（再掲） [次世代育成課]
⑨子育てサポート情報通信「すくすく」の発信（再掲） [母子保健課]

４　子どもの健全育成

(1) 子どもの居場所づくりの整備推進（Ｐ６０～６５）

①函館市子ども条例の制定（再掲） ［子ども企画課］
②児童館等の充実 ［次世代育成課］ 施設数 施設数 施設数 施設数

児童館 ２６か所 児童館 ２６か所 児童館 ２６か所
母と子の家 １か所 母と子の家 １か所 母と子の家 １か所

延利用者人数（貸館除く） 延利用者人数（貸館除く） 延利用者人数（貸館除く）
人 人 人

③児童館等の適正配置の検討 ［次世代育成課］ 施設数 児童館 ２６か所 児童館 ２６か所 児童館 ２６か所
母と子の家 １か所 母と子の家 １か所 母と子の家 １か所

④子どものための就業体験事業「はこだてキッズタウン」の開催 [次世代育成課] 事業の継続 参加児童数 ５００人 参加児童数 ５００人

⑤根崎生活館 [次世代育成課] 事業の継続 各種教室開催内訳 各種教室開催内訳 各種教室開催内訳
　洋裁教室 回 　洋裁教室 回 　洋裁教室 回
習字教室 回 習字教室 回 習字教室 回
書写教室 回 書写教室 回 書写教室 回
絵画教室 回 絵画教室 回 絵画教室 回
特別教室 回 特別教室 回 特別教室 回

２７２，９３４

１９ ９ １９
１３ ６ １３

４８ ２４ ４８
２１ １０ ２１

４６ ２３ ４６

老朽化している美原児童館の
移転を検討中（亀田地区にお
ける統合施設整備基本計画）

老朽化している美原児童館の
移転を検討中（亀田地区にお
ける統合施設整備基本計画）

老朽化している美原児童館の
移転を検討中（亀田地区にお
ける統合施設整備基本計画）

（１０月３０日　サンリフレ
にて開催）

（１０月２５日　サンリフレ
にて開催）

２７２，９３４ １４１，０００

　児童に集団的・個別的な遊びの指導や生活の援助を行い，スポーツ教室
や文化事業などの各種事業を実施する中で，異年齢や異世代の交流を推進
し，児童に体験の場を提供する。
　また，子育てアドバイザー等，地域のボランティアとともに，未就学児
童とその保護者を対象とした子育て支援事業を実施する。
　さらに，地域住民との連携による地域の児童の見守り等を行い，児童に
関する様々な問題の未然防止と早期発見に努める。
　なお，平成27年度から，一部の児童館に指定管理者制度を導入したこと
から，その効果を検証するとともに，より効果的な児童館運営のあり方に
ついて検討する。

　児童館等は，平成27年度で27か所設置していますが，施設の老朽化や児
童数の減少などにより利用者数は減少傾向にあり，その一方で，少子化に
伴い，小学校区の再編が検討されていることから，児童館等の適正な配置
について検討するとともに，他の公共施設の活用や合築などについても検
討する。

　市内に在住または通学する小学校３・４年生を対象に，様々な企業や団
体等との協働のもと，子どもたちが擬似的に就労や消費活動等を体験する
事業。

　児童・生徒育成事業として，書写教室や絵画教室，習字教室を実施して
いるほか，小・中学校の夏休みや冬休み期間には，工作や折り紙，スポー
ツ教室などの特別教室も実施する。

（工作・折り紙・スポーツ教室など） （工作・折り紙・スポーツ教室など） （工作・折り紙・スポーツ教室など）
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

⑥放課後の子どもの居場所づくりの総合的な検討 ［次世代育成課］ 施設等数 施設等数 施設等数 施設等数
連携箇所数 　児童館等 館 　児童館等 館 　児童館等 館

　放課後児童クラブ 　放課後児童クラブ 　放課後児童クラブ

（４９施設） （５４施設） （５４施設）
　放課後子ども教室 ９ 校 　放課後子ども教室 校 　放課後子ども教室 校

連携箇所数 ８ 連携箇所数 連携箇所数
（うち一体型：０か所） （うち一体型：１か所） （うち一体型：１か所）

⑦放課後児童健全育成事業（学童保育事業）の充実（再掲）［次世代育成課］
⑧放課後児童健全育成事業における公共施設の活用促進（再掲）［次世代育成課］

⑨放課後子ども教室推進事業（再掲） ［次世代育成課］
⑩放課後子ども総合プラン指導員研修会（再掲） ［次世代育成課］
⑪函館コミュニティプラザ ［経済部中心市街地担当］

3月　施設の設置条例を制定
⑫公園の長寿命化対策 [緑化推進課] 都市公園の箇所数３５８か所 都市公園の箇所数３６２か所 都市公園の箇所数３６２か所

⑬亀田青少年会館 [生涯学習文化課] 事業の継続 延利用者人数３７，８９４人 延利用者人数１９，４９７人 延利用者人数３７，８９４人

⑭青少年研修センター [生涯学習文化課] 事業の継続 事業の実施 事業の実施 事業の実施
宿泊型 ５回/年 宿泊型 ４回/年 宿泊型 １０回/年
日帰り型 １０回/年 日帰り型 ５回/年 日帰り型 １０回/年

延利用者人数３０，０９４人 延利用者人数１４，３３６人 延利用者人数２８，４２１人
宿泊人数 ７，９４３人 宿泊人数 ４，７６１人 宿泊人数 ７，６９８人

⑮公民館 [生涯学習文化課] 事業の継続 公民館講座（小学生対象） 公民館講座（小学生対象） 公民館講座（小学生対象）
実施回数 ２２回 実施回数 １１回 実施回数 ２０回
受講者 １７２人 受講者 １５１人 受講者 ２７６人

5月 指定管理者の募集を開
始（～6月）

5月

か所

指定管理者を指定

指定管理者の募集を開
始（～6月）

　（公園　３３６か所，緑地　２６か所）

２７ ２７ ２７

１１ １１

か所

５９ クラス ５９ クラス

１０ か所１０

都市公園の遊具等施設の
改築・更新に努める。　都市公園の遊具等施設については，老朽化に対する安全性の確保，ま

た，公園施設のライフサイクルコスト縮減の観点から，遊具等施設の改
築・更新に努める。

　小学生対象の公民館講座として，陶芸教室や絵画教室，絵てがみ教室，
囲碁教室などを実施する。

実施予定公園数　２５箇所

　放課後の子どもの居場所として，「児童館」，「放課後児童クラブ（学
童保育所）」，「放課後子ども教室」があり，放課後の子どもの安全な居
場所づくりを推進し，より効果的な展開を図るため，それぞれのあり方を
含め検討を進める。
　また，国の「放課後子ども総合プラン」に基づき，運営委員会を設置
し，小学校の余裕教室や児童館における取組みを含め，具体的な事業手法
等を検討することにより，「放課後児童クラブ（学童保育所）」と「放課
後子ども教室」の連携を図るなど，放課後の子どもの居場所づくりを総合
的に検討する。

平成29年度の開設をめざ
す。　函館本町地区優良建築物等整備事業（旧グルメシティ五稜郭店跡地）に

おいて，多目的スペースやフリースペースなどを備え，市民，特に若者が
気軽に来場し，広く交流できる施設として，平成29年度の開設をめざす。
（市民交流プラザから名称変更）

12月

5月　施設整備基本計画を策定
8月　公募プロポーザルによ
り事業者を選定し，実施設計
を行う。（～12月）

５６ クラス

　（公園　３３６か所，緑地　２６か所）

実施予定公園数　３３箇所

　市内に在住または勤務する勤労青年や児童，生徒，学生の，健全育成を
図るための施設で，青少年のための教養講座等を実施する。

　（公園　３３２か所，緑地　２６か所）

　青少年の健全育成と市民の生涯学習活動の促進を図るための宿泊研修施
設で，社会性や思いやりの心など，青少年の豊かな人間性をはぐくむ各種
体験活動事業を実施する。
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

⑯ウィークエンド・サークル活動推進事業 [生涯学習文化課] 事業の継続 実施回数 ４回 実施回数 ０回 実施回数 ４回
延参加者数 ３７人 延参加者数 ０人 延参加者数 １２０人

⑰学校開放事業（文化開放） [生涯学習文化課] 事業の継続 施設数 施設数 施設数
小学校開放 ８校 小学校開放 ８校 小学校開放 ８校
中学校開放 ３校 中学校開放 ３校 中学校開放 ３校

⑱学校開放事業（校庭開放，遊泳開放） [スポーツ振興課] 事業の継続 施設数 施設数 施設数
校庭開放 １５校（２校） 校庭開放 １５校（２校） 校庭開放 １５校（１５校）
遊泳開放 ２１校（０校） 遊泳開放 ２１校（０校） 遊泳開放 ２１校（０校）

※括弧内は実開放数

⑲函館アリーナ [スポーツ振興課] 平成２７年８月開館 子どもを対象とした教室 子どもを対象とした教室 子どもを対象とした教室
・親子体育教室　４０組 ・親子体育教室　８０組 ・親子体育教室　１２０組
・わんぱく教室　４０人 ・わんぱく教室　８０人 ・わんぱく教室　１２０人

⑳絵本の読み聞かせ [図書館]→［生涯学習文化課］ 事業の継続 実施回数 ３９５回 実施回数 １８３回 実施回数 ３６９回
参加者数 ５，８７７人 参加者数 ２，８６８人 参加者数 ５，７５０人

(2) 少年非行，いじめ・不登校等に対する支援の推進（Ｐ６６～６９）

①函館市子ども条例の制定（再掲） ［子ども企画課］
②子どもなんでも相談１１０番（再掲） [次世代育成課]
③非行防止活動 ［次世代育成課］ 事業の継続 補導件数 件 補導件数 件 補導件数 件

注意・補導件数 件 注意・補導件数 件 注意・補導件数 件

活動回数 回 活動回数 回 活動回数 回
昼間補導 回 昼間補導 回 昼間補導 回
夜間補導 回 夜間補導 回 夜間補導 回
特別補導 回 特別補導 回 特別補導 回

④有害図書等販売状況一斉立入調査 ［次世代育成課］ 調査店舗数 調査件数 ３０件 調査件数 ０件 調査件数 ３０件
（１１月１９日実施） （１１月１０日実施予定）

４００
２６２ ２５０

１００
１２５
２６０

７０

・ミニバスケット教室　９０人

７６０

７６４ ７５０

２４２

４３２

語学，合唱，器楽，ダンス等の団体へ開放語学，合唱，器楽，ダンス等の団体へ開放

・ジュニア室内サッカー　１２０人・ジュニア室内サッカー　８０人

・ミニバスケット教室　６０人
・ヒップホップダンス　２０人

　子どもを対象とした各種の学習型事業やスポーツ教室のほか，プロス
ポーツ選手によるクリニックなどを実施する。

　子どもの時期から本に親しみ，本と接する機会の提供等を目的に，ボラ
ンティアによる紙芝居や絵本を使った読み聞かせの実演をする。

　函館市補導センターの育成補導員５名および少年補導委員（市内小・
中・高等学校等の教員に委嘱）により，大型店舗やカラオケボックス，
ゲームセンター等で「声掛け」を行いながら補導活動を実施する。

・ヒップホップダンス　４０人

４２

　休日に，障がいのある児童・生徒に対して，学生ボランティアと一緒に
活動できる体験の場と機会を提供する。

　市立学校の施設を学校教育に支障のない範囲で文化活動，社会教育活動
を行うグループ・サークルの学習や活動の場所として，特別教室等を開放
する。

　市立学校の施設を学校教育に支障のない範囲でスポーツ活動等に開放
し，校庭開放として小学校児童や保護者の付き添いのある幼児を対象に体
育館とグラウンドを開放しているほか，遊泳開放として成人の引率者がい
ることを条件に児童・生徒の団体を対象に遊泳のためにプールを開放す
る。

　青少年を取り巻く環境の浄化活動として，有害図書等の取扱い，陳列方
法や，青少年の携帯電話・スマートフォンへのフィルタリング機能の義務
化等について，書店やレンタルビデオ店，携帯電話事業者等への立入調査
を一斉に行い，店主等への説明や指導，協力要請を行う事業。

６７

４０９

９３

７７０

４７

語学，合唱，器楽，ダンス等の団体へ開放

・ジュニア室内サッカー　４０人

・ミニバスケット教室　３０人
・ヒップホップダンス　２０人
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

⑤適応指導教室の開設 [南北海道教育センター] 施設数 施設数 １か所 施設数 １か所 施設数 １か所
通級数　 小学生　０人 通級数　 小学生　０人 通級数　 小学生　０人

中学生１４人 中学生１２人 中学生１２人

⑥いじめ不登校等対策推進事業 [教育指導課] リーフレット配布数 パンフレット配布数 パンフレット配布数 パンフレット配布数
２１，０００部 ２１，０００部 ２１，０００部

　教育指導課 　教育指導課 　教育指導課
　南北海道教育センター 　南北海道教育センター 　南北海道教育センター

⑦いじめ等巡回相談員配置事業 [学校教育課，教育指導課] 相談件数 １２０件 相談件数 ５５件 相談件数 １２０件

第２　母子の健康確保と増進

１　妊産婦・乳幼児に関する切れ目のない保健対策の充実

(1) 健康診査，保健相談・指導の充実（Ｐ７０～７５）

①妊婦健康診査 [母子保健課] 事業の継続 妊婦一般健康診査 妊婦一般健康診査 妊婦一般健康診査
健診受診率 86.3% 健診受診率 84.3% 健診受診率 90.0%

②妊産婦保健指導 [母子保健課] 11週以内届出率 11週以内届出率 92.3% 11週以内届出率 92.8% 11週以内届出率 95.0%
ﾊｲﾘｽｸ妊婦への指導 随時 ﾊｲﾘｽｸ妊婦への指導 随時 ﾊｲﾘｽｸ妊婦への指導 随時

母子支援地域連絡会の開催 母子支援地域連絡会の開催 母子支援地域連絡会の開催 母子支援地域連絡会の開催
母子支援連絡票 １６回 ８回 １６回

(中央病院12回，五稜郭病院4回) (中央病院6回，五稜郭病院2回) (中央病院12回，五稜郭病院4回)

母子支援連絡票による支援率 母子支援連絡票による支援率 母子支援連絡票による支援率
100.0％ 100.0％ 100.0％

　集団生活への不適応，学業に対する不安などによって，登校できない状
況にある児童・生徒を対象に，家庭訪問のほか，「やすらぎ学級」（南北
海道教育センター）における個別や小集団での指導や相談を行う。

　児童・生徒のいじめや不登校に関する問題について，その対応に係わる
協議等を行い，啓発用リーフレットの作成・配布や「はこだて子どもホッ
トライン（子どもの悩み相談電話）」(南北海道教育センター)の開設，講
演会や地域集会の開催（年１回）などに取り組む。

子どもの悩み相談電話 ３か所子どもの悩み相談電話 ３か所 子どもの悩み相談電話 ３か所

いじめ等巡回相談員(教育ｾﾝﾀｰ内) いじめ等巡回相談員(教育ｾﾝﾀｰ内) いじめ等巡回相談員(教育ｾﾝﾀｰ内)

いじめや不登校等の未然
防止および早期解決に努
める。

　子どもの悩み相談電話の対応および学校等の要請等に応じて学校を巡回
し，児童・生徒および保護者等へのカウンセリングや学校および教育委員
会への助言を行う相談員を配置し，教育委員会や学校等と連携し，いじめ
や不登校等の未然防止および早期解決に努める。

　母子健康手帳交付時，初回から妊娠39週前後までの妊婦健康診査につい
て，望ましい回数とされる14回分の受診票と超音波検査用受診票を交付
し，健診費用の一部を助成することにより妊婦の経済的負担を軽減してお
り，今後も妊婦の健康管理を図るため，健診受診率の向上に努める。

　妊娠11週以内の早期届出率の向上を図るほか，妊産婦訪問や電話相談へ
の対応など，保健指導を充実・強化するとともに，母子支援連絡会や母子
支援連絡票の活用等，母子保健支援システム事業の活用により，ハイリス
ク妊産婦への支援を強化する。
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

③乳幼児健康診査 [母子保健課] 受診率の向上を図る。 受診率 受診率 受診率
・４か月児健康診査受診率 97.6% ・４か月児健康診査受診率 98.1% ・４か月児健康診査受診率 98.0%

対象者1,612人，受診者1,574人 対象者800人　受診者785人 対象者1,650人　受診者1.617人

・10か月児健康診査受診率 88.2% ・10か月児健康診査受診率 79.2% ・10か月児健康診査受診率 90.0%
対象者1,684人，受診者1,486人 対象者920人　受診者729人 対象者1,632人　受診者1,469人

・1歳6か月児健康診査受診率 95.3% ・1歳6か月児健康診査受診率 93.8% ・1歳6か月児健康診査受診率 95.0%
対象者1,605人，受診者1,530人 対象者811人　受診者761人 対象者1.650人　受診者1.568人

・３歳児健康診査受診率 95.1% ・３歳児健康診査受診率 92.1% ・３歳児健康診査受診率 95.0%
対象者1,701人，受診者1,617人 対象者890人　受診者820人 対象者1,665人　受診者1,582人

④乳幼児健康診査二次スクリーニング [母子保健課] 実施回数 実施回数 実施回数 実施回数
経過観察健診 経過観察健診(訓練含む) 12回 経過観察健診(訓練含む) 6 回 経過観察健診(訓練含む) 12回
小児肥満フォロー児健診 対象者数 130人 対象者数 77人 対象者数 130人

（のびっこ健診） 受診者数 実112人　延136人 受診者数 実66人　延77人 受診者数 実130人　延152人

のびっこ健診 4回 のびっこ健診 6回 のびっこ健診 12回
対象者数 27人 対象者数 16人 対象者数   28人
受診者数 実17人　延17人 受診者数 実10人　延10人 受診者数 実28人　延28人

⑤乳幼児精密健康診査 [母子保健課] 事業の継続 受診票交付人数　99人 受診票交付人数　55人 受診票交付人数　93人 
受診人数　93人 受診人数　47人 受診人数　93人

⑥乳幼児保健指導 [母子保健課] 事業の継続 母子支援連絡票 件 母子支援連絡票 件 母子支援連絡票 件
多胎児訪問 実29人　延35人 多胎児訪問 実12人　延13人 多胎児訪問 実28人　延33人
障害児訪問　実69人 延108人 障害児訪問　実30人　延39人 障害児訪問　実52人　延75人

⑦定期予防接種 [母子保健課]
(ＢＣＧ，ポリオ，麻しん

風しん，三種混合等）

接種率95.0%以上をめざす。

　　　　第２期　 　94.9％

小児用肺炎球菌　   91.7％

234 450

ことばの相談　随時専門療育
機関へつなぐ

ことばの相談　随時専門療育
機関へつなぐ

　子どもの疾病や障がいを早期に発見し，早期治療や早期療育につなげら
れるとともに，育児に関するさまざまな相談に応じ，子どもの健全育成が
図られるよう，４か月，10か月，1歳６か月，３歳児の健康診査を継続し，
受診率の向上を図る。

　乳幼児健診において，発育・発達の遅れが疑われる子どもを対象とした
経過観察健診（訓練含む）と，肥満予防対策が必要と認められた子どもを
対象とした小児肥満フォロー児健診を実施する。

二種混合第２期 　　89.7％

　乳幼児健診において，より精密な検査が必要と認められた子どもを対象
に，医療機関で精密健診を実施し，その結果に応じて保健師の支援を行う
事業。

　保護者のさまざまな育児不安等に適切に対応し，その解消に努めること
で子どもの健全育成や児童虐待予防が図られるよう，乳幼児健診での保健
指導，未熟児や多胎児，障がい児等への訪問指導のほか，来所や電話によ
る相談に引き続き対応していきます。
　また，乳幼児健診未受診者への受診勧奨や状況確認，医療機関からの母
子支援連絡票による養育支援が必要な母子の早期把握および適切な支援に
ついても，さらに取り組みを強化していきます。

ことばの相談　随時専門療育
機関へつなぐ

　感染症を予防するために，主に乳幼児に接種する，ＢＣＧ，四種混合
（ジフテリア，百日せき，破傷風，ポリオ），麻しん，風しん，ヒブ，小
児用肺炎球菌等の各ワクチンをはじめ，主に小学６年生を対象に接種する
二種混合ワクチン（ジフテリア，破傷風）第２期や，主に中学１年女子を
対象に接種する子宮頸がん予防ワクチンなどを実施する。また，平成２６
年１０月から水痘ワクチンも定期予防接種となり，定期予防接種の種類は
今後ますます増えていくことが予想されることから，積極的な接種勧奨や
広報・啓発等を充実させ，接種率の向上を図る。

接種率 接種率
ＢＣＧ　　 　　　  98.0％ ＢＣＧ　　 　　　  48.9％ ＢＣＧ　　 　　　  99.1％
ポリオ（不活化）   27.0％ ポリオ（不活化）　 23.6％ ポリオ（不活化）　 69.3％
四種混合　　      102.8％ 四種混合　　    　 42.1％ 四種混合　　      103.5％
三種混合　　　  　100.0％

二種混合第２期　　 90.7％

ヒブ　             42.1％ ヒブ　             97.9％

麻しん風しん混合　 97.6％ 麻しん風しん混合　 47.6％ 麻しん風しん混合　 97.2％
　　　　第１期 　 100.2％ 　　　　第１期 　　40.4％ 　　　　第１期 　　98.6％

　　　　第２期　 　54.8％ 　　　　第２期　 　95.8％
水痘　　　　　　　 52.3％ 水痘　　　　　　　 33.5％ 水痘　　　　　　　 82.5％
ヒブ　             91.3％

406

接種率

子宮頸がん予防　   15.9％
日本脳炎           96.8％

小児用肺炎球菌　   97.8％

Ｂ型肝炎(10/1～) 　95.6％

二種混合第２期　　 42.0％

子宮頸がん予防　   25.9％
日本脳炎　 　 　　180.6％

小児用肺炎球菌　   42.1％
子宮頸がん予防　    5.2％
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

⑧妊産婦歯科健診・相談                                                                                                                                                                                                    ［健康増進課］ 受診者数 受診者数 受診者数 受診者数
妊産婦歯科健康診査 ％ 妊産婦歯科健康診査 ％ 妊産婦歯科健康診査 ％

⑨乳幼児歯科健診・相談 [母子保健課] むし歯有病者率 むし歯有病者率 むし歯有病者率
１歳６か月児健診時  １歳６か月児健診時  １歳６か月児健診時  
３歳児健診時　　　 ３歳児健診時　　　 ３歳児健診時　　　 

3歳までにフッ素塗布を3回以上実施 3歳までにフッ素塗布を3回以上実施 3歳までにフッ素塗布を3回以上実施

⑩周産期母子医療センター（道事業）との連携 [母子保健課] 母子支援地域連絡会の開催

母子支援連絡票による連携

随時 随時 随時
妊産婦死亡数

周産期死亡率(出生千対) 連絡票支援率 100.0％ 連絡票支援率 100.0％ 連絡票支援率 100.0％
乳児死亡率(出生千対) 妊産婦死亡 0 人 妊産婦死亡 - 人
新生児死亡率(出生千対) 周産期死亡率(出生千対) 4.9人 周産期死亡率(出生千対) - 人

乳児死亡率(出生千対) 0.6人 乳児死亡率(出生千対) - 人
新生児死亡率(出生千対) 0.6人 新生児死亡(出生千対) - 人

⑪産後うつ・育児支援事業 [母子保健課]

実423人　延439人 実195人　延197人 実425人　延439人
（8月末実績）

エジンバラ産後うつ病質問票 エジンバラ産後うつ病質問票 エジンバラ産後うつ病質問票
のハイリスク 者数 162人 のハイリスク 者数 45人 のハイリスク 者数 156人

⑫産後ケア事業 [母子保健課] 宿泊型産後ケア 3組 宿泊型産後ケア 0 組 宿泊型産後ケア 12組

⑬（仮称）第１子産後サポート事業 [母子保健課]

⑭乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）（再掲） [母子保健課]

(2) 母子保健の情報提供の充実（Ｐ７５～７７）

①子育てアプリの導入（再掲） [子ども企画課]

　妊娠中から産後は，つわりや授乳による食習慣や歯みがき習慣の変化等
により，歯肉炎等の歯科疾患を発症しやすくなるため，妊娠中から口腔の
状態をチェックすることにより，異常の早期発見，早期治療や，生まれて
くる子どもの歯科保健意識の向上につながることから，啓発に努める。

3.2 1.9 3.2

むし歯有病率

　10か月児健診時に歯科相談を，1歳6か月児健診，3歳児健診時に歯科健診
と歯科相談を，また，１歳以上就学前の幼児を対象にフッ素塗布を行って
おり，歯科保健についての正しい知識の普及・啓発により受診率等の向上
に努めるとともに，むし歯有病者率の減少を図る。

3.5% 3.8%
20.9%

49.1% 48.7% 47.1%

母子支援地域連絡会（中央病院
年12回）を通じて連携を図る

母子支援地域連絡会（中央病院
年6回）を通じて連携を図る

母子支援地域連絡会（中央病院
年12回）を通じて連携を図る　分娩に伴う妊産婦や乳児の死亡を減少させるため，状況に応じて市内の

全産婦人科が周産期母子医療センター（総合周産期母子医療センター：函
館中央病院）への搬送を行っており（道事業），また，退院後の母子支援
のため，同センターとの定期連絡会等を実施するなど，今後も同センター
との連携を強化する。

市内全産婦人科からNICUへ搬送 市内全産婦人科からNICUへ搬送

母子支援連絡票受理件数234件 母子支援連絡票受理件数450件

※人口動態調査にて公表す
るため，現時点での公表不
可

ハイリスク者の早期把握
と適切な支援を行う

対象者への訪問実施率　    100.0％ 対象者への訪問実施率　    100.0％ 対象者への訪問実施率　    100.0％

　ハイリスク産婦およびハイリスク乳児等を持つ母親を対象に，保健師が
家庭訪問し，産後うつ病等の心の健康状態を早期に把握し，適切な支援を
行い，母親の育児不安解消を図る。

産後うつ・育児支援家庭訪問者数 産後うつ・育児支援家庭訪問者数 産後うつ・育児支援家庭訪問者数

計画期間内の事業化をめ
ざす。　出産後，家族等から十分な家事・育児などの援助が受けられず，心身の

不調や育児不安等がある産婦とその子どもを対象に，産科医療機関におい
て一定期間，助産師等が母体と乳児のケアを行い，産後も安心して子育て
ができる支援体制を確保する。

（一般世帯　 0 組，生保・
非課税世帯　0 組）

（一般世帯　6組，生保・非
課税世帯　6組）

計画期間内の事業化をめ
ざす。

未実施

　第１子を出産した母を対象に，出産の退院後間もなく訪問する事業。 （今後事業化を検討）

市内全産婦人科からNICUへ搬送

母子支援連絡票受理件数406件

（一般世帯　3組，生保・非
課税世帯　0組）
※1ヵ所の産科医療機関に委託し，
　H27年10月より開始。

未実施

（今後事業化を検討）

21.4%
3.0%

15.0%
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

②「すくすく手帳」の発行（再掲） [次世代育成課]
③妊産婦および乳幼児の喫煙・受動喫煙防止普及・啓発事業 [健康増進課]

④事故防止周知啓発事業 [母子保健課]

⑤両親学級 [母子保健課] 開催回数 開催回数 6回 開催回数 3回 開催回数 6回
受講人数 240人 受講人数 124人 受講人数 300人

⑥乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）（再掲） [母子保健課]
⑦子育てサポート情報通信「すくすく」の発信（再掲） [母子保健課]
⑧えほんふれあい事業 [図書館]→［生涯学習文化課］ 事業の継続 実施回数 ５１回 実施回数 ２３回 実施回数 ４７回

参加者数 １，４８６人 参加者数 ７２９人 参加者数 １，４５０人

２　学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の充実

(1) 思春期保健に関する知識の普及促進（Ｐ７８～８１）

①思春期保健講演会 [母子保健課] 開催回数 開催回数 1回 開催回数 0回 開催回数 1回
参加者数 160人 参加者数 0人 参加者数 78人

　　(10月2日開催）

　乳幼児健診，両親学級，こんにちは赤ちゃん訪問等の機会を通じて，誤
飲，転落，転倒，やけど等の子どもの事故予防に向けた周知・啓発を行
う。

喫煙率ゼロをめざす ・母子健康手帳交付時，乳幼
児健診等での普及・啓発

・母子健康手帳交付時，乳幼
児健診等での普及・啓発　母子健康手帳交付時や乳幼児健診等の機会を通じて，妊娠中および出産

後の喫煙や，乳幼児の受動喫煙の害について普及・啓発を図る事業。 ・たばこ対策キャンペーンで
の普及・啓発

・たばこ対策キャンペーンで
の普及・啓発

・「禁煙週間キャンペーン」
 ６月に市庁舎市民ホールお
よびテーオー６階にて,パネ
ルや肺模型の展示,健康相談,
呼気中一酸化炭素濃度測定,
肺年齢測定などを実施。

・「禁煙週間キャンペーン」
 ６月に市庁舎市民ホールお
よびテーオー６階にて,パネ
ルや肺模型の展示,健康相談,
呼気中一酸化炭素濃度測定,
肺年齢測定などを実施。

死亡事例の発生ゼロを継
続するよう努める。

・0～9歳児の不慮の事故による死
亡率　※人口動態調査にて公表

・0～9歳児の不慮の事故による死
亡率　※人口動態調査にて公表

・0～9歳児の不慮の事故による死
亡率　※人口動態調査にて公表

・両親学級，乳幼児健診等に
おける事故予防の啓発の実施

・両親学級，乳幼児健診等に
おける事故予防の啓発の実施

　妊婦とその夫・家族に対して，妊娠中の健康管理や出産・育児に関する
知識の普及・啓発のため，体験学習および講演会を行う。

　絵本の読み聞かせを通じて，保護者と子どものふれあいを深め，安定し
た関係をつくることを目的として，10か月児健診時に読み聞かせグループ
による読み聞かせを実演し，推薦絵本と読み聞かせ案内についての情報を
提供する事業。

　思春期の子どもを持つ保護者をはじめ，関係機関職員や思春期保健に関
心のある一般市民等を対象に，思春期の特徴や性行動を含めた問題行動の
現状や対応方法について講演会を開催する。

・母子健康手帳交付時，乳幼
児健診等での普及・啓発
・たばこ対策キャンペーンで
の普及・啓発
・「禁煙週間キャンペーン」
 ６月に市庁舎市民ホールお
よび中央図書館展示ホールに
て,パネルや肺模型の展示,健
康相談,呼気中一酸化炭素濃
度測定,肺年齢測定などを実
施。

・両親学級，乳幼児健診等に
おける事故予防の啓発の実施
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

②思春期教室 [母子保健課] 開催回数 開催回数 開催回数
出前健康教育 19校29回 出前健康教育  7校9回 出前健康教育   14校18回
思春期教材の貸出し 16施設19回 思春期教材の貸出し 5施設5回 思春期教材の貸出し 10施設10回
※10代の人工妊娠中絶件数 ※10代の人工妊娠中絶件数 ※10代の人工妊娠中絶件数

65件   29件   58件
※10代の性感染症患者数 ※10代の性感染症患者数 ※10代の性感染症患者数

15人(定点報告) 5人(定点報告) 10人(定点報告)
③（仮称）高校生のための“未来設計図”講座 [母子保健課] 未実施 未実施

（今後事業化を検討） （今後事業化を検討）

④思春期保健相談 [母子保健課] 事業の継続 相談人数 相談人数 相談人数
来所 実0人，延0人 来所 実1人　延1人 来所 実2人　延2人
電話 延49人 電話 延36人 電話 延50人
訪問 実0人，延0人 訪問 実0人，延0人 訪問 実0人，延0人

⑤思春期保健連絡会 [母子保健課] 連絡会の開催 連絡会の開催 2回 連絡会の開催 1回 連絡会の開催 2回

⑥特定感染症検査等事業 [保健予防課]

検査数 １１７件 検査数 ７１件 検査数 ２０１件予定
相談件数 ３件 相談件数 ４件 相談件数 １０件予定

⑦エイズ対策促進事業 [保健予防課] 事業の継続 エイズ研修会 １回 エイズ研修会 1回 エイズ研修会 １回

２回 １回 １回
パネル展 ２回 パネル展 １回 パネル展 ２回予定

(2) 喫煙，飲酒，薬物等に関する教育の推進（Ｐ８１～８２）

①未成年者飲酒防止対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［健康増進課］ 未成年者飲酒防止講座 ６校 未成年者飲酒防止講座 １校 未成年者飲酒防止講座 ６校

②未成年者喫煙防止対策事業 [健康増進課] 開催回数 未成年者喫煙防止講座１２校 未成年者喫煙防止講座 ３校 未成年者喫煙防止講座１２校

計画期間内の事業化をめ
ざす。　晩婚晩産化が進み，不妊治療を必要とする夫婦が増えている現状を踏ま

え，進学・就職などを迎える高校生を対象に，出産や子育て等についても
将来設計を考えられるよう，出産適齢期や，家庭を築くうえでの男女協力
の意義なども含めた包括的な講座を実施する。

　思春期における身体的，精神的問題や性に関する不安や悩み等につい
て，個々のケースに応じた相談を行う。

教育委員会や学校，性と
薬物を考える会等との連
携を一層強化し，思春期
教室の拡充に努める

　思春期の子どもたちが，生命の尊さを認識し，人間尊重，男女平等の精
神に基づいた異性観を持ち，適切な行動をとることができるよう，出前健
康教育を実施するほか，思春期教材の貸出しや情報提供などを行う。
　今後も「函館・性と薬物を考える会」の協力のもと，教育委員会や学校
等との連携を一層強化し，思春期教室の拡充に努める。

　思春期の子どもの心と身体の健康づくりを支援する思春期保健対策の進
め方について検討し，思春期保健事業の効果的な推進を図るため，関係機
関・団体と情報交換や意見交換を実施する。

検査・相談体制の整備を
図る

ＨＩＶ抗体検査およびエイズ
に関する相談

ＨＩＶ抗体検査およびエイズ
に関する相談

ＨＩＶ抗体検査およびエイズ
に関する相談　エイズやＨＩＶ感染の早期発見とまん延防止のため，ＨＩＶ抗体検査を

今後も継続実施するとともに，より受けやすい検査・相談体制の整備を図
る。

　青少年層や教育機関関係者を対象とした研修会・健康教育等を開催し，
エイズ等の性感染症に係る正しい知識の普及・啓発および予防教育行う。 若年者を対象とした健康教育 若年者を対象とした健康教育 若年者を対象とした健康教育

事業の継続
　小学校を対象に，未成年者飲酒防止講座を実施し，未成年者の飲酒が及
ぼす健康影響について普及・啓発を図る。

函館市地域未成年者喫煙防止
対策協議会への出席

函館市地域未成年者喫煙防止
対策協議会への出席

　小学生を中心に，小・中学生および高校生を対象とした未成年者喫煙防
止講座を実施し，未成年者の喫煙が及ぼす健康影響について普及・啓発を
図る。
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

③薬物乱用防止普及事業(「ダメ。ゼッタイ。」普及運動） ［地域保健課］ 啓発活動 ヤング街頭キャンペーンに ヤング街頭キャンペーンに ヤング街頭キャンペーンに
よる啓発 １回 よる啓発 １回 よる啓発 １回
（リーフレット等の配布） （リーフレット等の配布） （リーフレット等の配布）

中学校・高校等での啓発活動 中学校・高校等での啓発活動 中学校・高校等での啓発活動
１０回 ３回 ６回

(3) 心のケアと相談体制の充実（Ｐ８３～８４）

①自殺対策事業 ［障がい保健福祉課］ 事業の継続 函館市自殺予防連絡会議１回 函館市自殺対策連絡会議０回 函館市自殺対策連絡会議１回
函館市自殺予防実務者会議 函館市自殺対策実務者会議 函館市自殺対策実務者会議

２回 １回 １回
自殺予防講演会 １回 自殺予防講演会 ０回 自殺予防講演会 １回
ゲートキーパー研修 １回 ゲートキーパー研修 ０回 ゲートキーパー研修 １回

１回 ０回 １回

３　「食育」の推進

(1) 食に関する学習機会，情報提供の充実（Ｐ８５～８７）

①食育だよりの発行 ［子ども企画課→子どもサービス課］ 「食育だより」の発行 「食育だより」の発行 １２回 「食育だより」の発行 ６回 「食育だより」の発行 １２回

②離乳食教室 ［健康増進課］ 開催回数　　　　　　　　開催回数 ６回 開催回数 ３回 開催回数 ６回
参加者数 １４４人予定 参加者数 ６７人 参加者数 １５０人予定

③３歳児健診時食育啓発事業 ［健康増進課］ 開催回数　　　　　　　　開催回数 ４８回 開催回数 ２５回 開催回数 ４９回

④食育月間キャンペーン ［健康増進課］ 開催回数　　　　　　　　パネル展開催 １回 はこだてげんきなこ はこだてげんきなこ
食育フェスティバル 食育フェスティバル

（総合保健センター２階乳幼
児健診室　１，５３０人
　内容：エプロンシアターや
絵本の読み聞かせ等を実施
し,食育の啓発を図る。）

　北海道と連携し，薬物乱用防止指導員による青少年を対象とした「ヤン
グ街頭キャンペーン」での街頭啓発をはじめ，中学校・高校等での啓発活
動を行い，若年層の薬物乱用防止の普及・啓発を図る。

　自殺の現状や自殺対策に関する情報の交換および共有を図り総合的に自
殺対策を推進するため，保健・医療・福祉関係機関，教育関係機関，警察
関係機関等で構成される函館市自殺対策連絡会議，実務者会議を定期的に
開催するほか，自殺予防に関する正しい知識の普及・啓発および人材養成
等を行う。
（自殺予防対策事業から名称変更）

大学等新入生へ自殺予防啓発
クリアファイルの配付

大学等新入生へ自殺予防啓発
クリアファイルの配付

大学等新入生へ自殺予防啓発
クリアファイルの配付

　乳幼児を持つ保護者を対象に，食事が心身の発達に与える影響など，食
事の重要性について周知・啓発を図るため，食育だよりを毎月作成し，保
育所等に配布する。

　生後４～５か月の第一子を持つ親を対象とし，初めての離乳食づくりに
不安を感じないようにするとともに，離乳食づくりから「食」の大切さを
知ることを目的として実施する。

　３歳児健診の待ち時間に，はこだてげんきな子食育プランを周知すると
ともに食育をテーマにした，エプロンシアターや絵本の読み聞かせ等を実
施することによって，保護者や３歳児に対し「早寝・早起き・朝ごはん」
等の食育の啓発を行う。

（総合保健センター２階乳幼
児健診室　８２０人
　内容：エプロンシアターや
絵本の読み聞かせ等を実施
し,食育の啓発を図る。）

（総合保健センター２階乳幼
児健診室　１，６４０人
　内容：エプロンシアターや
絵本の読み聞かせ等を実施
し,食育の啓発を図る。）

　６月に食育月間キャンペーンとしてパネル展等を開催し，「はこだてげ
んきな子食育プラン」や「食事バランスガイド」を周知するなど，食育の
啓発・推進を図る。

（函館蔦屋書店
平成28年6月19日）

（函館蔦屋書店
平成28年6月19日）

（総合保健センター１階健康
ギャラリー
平成27年6月11日～6月30日）
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

⑤学校における食育の推進 [教育指導課] 事業の継続 食の指導に係る学校教育指導　 食の指導に係る学校教育指導　 食の指導に係る学校教育指導　

全校 全校 全校

４　周産期・小児医療等の充実

(1) 周産期・小児医療の確保・充実（Ｐ８８～８９）

①小児救急電話相談事業（道事業）の普及・啓発 ［地域保健課］ 事業の普及・啓発

②小児救急に関する情報提供 ［地域保健課］ 事業の継続

③小児救急医療体制の維持・支援 [地域保健課]

・市立函館病院 ・市立函館病院 ・市立函館病院
・函館中央病院 ・函館中央病院 ・函館中央病院
・函館五稜郭病院 ・函館五稜郭病院 ・函館五稜郭病院
・共愛会病院 ・共愛会病院 ・共愛会病院

④未熟児養育医療の給付 [母子保健課] 給付人数 人 給付人数 人 給付人数 人
(8月末実績)

(2) 小児慢性特定疾病対策の推進（Ｐ８９～９０）

①小児慢性特定疾病医療の給付 [母子保健課] 事業の継続 給付人数 189人 給付人数 160人 給付人数 186人
(8月末実績)

②日常生活用具の給付 ［母子保健課］ 事業の継続 給付件数 2件(4品目) 給付件数 1件(1品目) 給付件数 2件(4品目)
・特殊寝台，特殊マット ・人口鼻
・歩行支援用具，入浴補助用
具

3,305千円
3,365千円

7,999千円

　幼児児童生徒が食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けるた
めの食育の取組みについて，各学校教職員に対する指導・助言を行うとと
もに，栄養教育研究会と連携し，食育の取組みについての普及・啓発を行
う。

栄養教育研究会における指導，助
言　　　　　　　１回

栄養教育研究会における指導，助
言　　　　　　　０回

栄養教育研究会における指導，助
言　　　　　　　１回

食育研究モデル校１校設置 食育研究モデル校１校設置 食育研究モデル校１校設置

救急医療啓発チラシの作成・
配付。小児救急ガイドブッ
ク，子ども救急カードの配
付。
子ども医療費受給者証しお
り，ホームページに掲載。

小児救急ガイドブック，子ど
も救急カードの配付。
子ども医療費受給者証しお
り，ホームページに掲載。

小児救急ガイドブック，子ど
も救急カードの配付。
子ども医療費受給者証しお
り，ホームページに掲載。

　夜間における子どもの急な病気やけがなどの際に，専任の看護師や医師
が保護者等からの電話相談に対し，助言を行う「小児救急電話相談事業」
の普及・啓発を図る。

夜間診療などを行っている医
療機関の一覧表を更新しホー
ムページで公表。救急医療啓
発チラシの作成・配付。市作
成の小児救急ガイドブック，
はこだて・子ども救急カード
の配付。

夜間診療などを行っている医
療機関の一覧表を更新しホー
ムページで公表。市作成の小
児救急ガイドブック，はこだ
て・子ども救急カードの配
付。

夜間診療などを行っている医
療機関の一覧表を更新しホー
ムページで公表。市作成の小
児救急ガイドブック，はこだ
て・子ども救急カードの配
付。

　子どもによくある症状に対する応急処置のポイントや，時間外でもすぐ
に病院・診療所を受診した方が良い時のポイントなどの情報を冊子にまと
めるほか，市のホームページに掲載するなど，情報提供を実施する。

小児救急医療支援事業費補助
金の交付　初期から三次に至る小児救急医療の連携体制を維持していくため，今後

も引き続き支援する。

事業の継続 40 14 38
　養育のために病院等に入院することを必要とする未熟児に対して，その
養育に必要な医療費を給付する。

7,966千円
1,231千円 4,444千円

　18歳未満で発症した小児慢性特定疾病患者の医療に要する費用を患者家
族の負担能力に応じて助成する。

　小児慢性特定疾病の対象となっている子どもに対し，特殊寝台等の日常
生活用具を給付する。

事業の継続 小児救急医療支援事業費補助
金の交付

1,903千円

882千円

小児救急医療支援事業費補助
金の交付

4,766千円
3,621千円

797千円 3,345千円
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

③小児慢性特定疾病児童等自立支援事業(H27年1月開始) [母子保健課]

(3) 不妊に悩む方に対する支援の充実（Ｐ９０）

①特定不妊治療費助成事業 [母子保健課] 事業の継続 助成件数 助成件数 助成件数
　うち市単独助成件数 延3件 　うち市単独助成件数延16件

第３　子どもの健やかな成長のための教育環境の整備

１　次代の親の育成

(1) 男女協力による家庭を築くことの意義の普及・啓発の推進（Ｐ９１～９２）

①男女共同参画推進事業 情報誌の発行 情報誌の発行 年２回 情報誌の発行 １回 情報誌の発行 年２回
啓発誌の発行 （指定管理業務へ移管） （指定管理業務へ移管） （指定管理業務へ移管）
啓発パネル展 啓発誌の発行 年１回 啓発誌の発行 １回 啓発誌の発行 年１回

小学3,000部 小学2,800部 小学2,800部
中学2,900部 中学2,800部 中学2,800部

啓発パネル展 年１回 啓発パネル展 １回 啓発パネル展 年１回
事業所を対象とした勉強会 事業所を対象とした勉強会

年１回 年１回
フォーラムの開催 年１回 フォーラムの開催 年１回
女性センター各種講座 26講座 女性センター各種講座 15講座 女性センター各種講座 24講座

②お父さんのための子育て講座（再掲） [次世代育成課]
③両親学級（再掲） [母子保健課]
④思春期教室（再掲） [母子保健課]
⑤（仮称）高校生のための“未来設計図”講座（再掲） [母子保健課]

(2) 子どもを生み育てることの意義の普及・啓発の推進（Ｐ９３～９４）

①思春期保健講演会（再掲） [母子保健課]
②思春期教室（再掲） [母子保健課]
③（仮称）高校生のための“未来設計図”講座（再掲） [母子保健課]

２　子どもの「生きる力」の育成に向けた学校の教育環境等の整備

(1) 確かな学力の向上（Ｐ９５～９６）

①教育用コンピュータ整備事業 [学校教育課] 整備済校数 整備済校数 整備済校数 整備済校数
　 小学校 小学校 ４６校　１００％ 小学校 ４６校　１００％ 小学校 ４６校　１００％

中学校 中学校 ２８校　１００％ 中学校 ２６校　１００％ 中学校 ２６校　１００％

延178件

事業の継続 慢性疾病児童等地域支援協議
会開催　　　0回

慢性疾病児童等地域支援協議
会開催　　1回　慢性疾患を抱える子どもの自立や成長支援について，医療や教育，保

健，患者・家族会等関係者による関係機関会議を開催し，地域の社会資源
の活用を図るとともに必要な相談支援を行う。平成27年8月より相談支援事
業所に委託して実施。

相談支援事業の実施
実27人　延 37人

相談支援事業の実施
実50人　延100人

慢性疾病児童等地域支援協議
会開催　　1回
相談支援事業の実施
実15人　延19人

　指定医療機関で特定不妊治療を受けた夫婦に対して費用の一部を助成す
ることにより，経済的負担の軽減を図る。平成28年度より，第2子以降の特
定不妊治療費に対する市単独助成を実施。

［市民・男女共同参画課］
　男女共同参画社会を推進するうえで必要な情報誌，啓発誌の発行や市内
の女性団体等で構成する実行委員会形式によるはこだて男女共同参画
フォーラムの開催などにより広報・啓発活動を行う。

　コンピュータの操作をとおして，その役割や機能について理解させ，情
報を適切に活用する基礎的な能力を養うため，市立小・中学校にコン
ピュータ機器の整備およびインターネットの整備を実施する。

延79件 延232件
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

②学力向上推進事業 [教育指導課，学校教育課] 標準学力検査実施校数 標準学力検査実施校数 標準学力検査実施校数 標準学力検査実施校数
　 小学校 小学校 ４６校　　１００％ 小学校 ０校　　０％ 小学校 ４６校　１００％

中学校 中学校 ２８校　　１００％ 中学校 ０校　　０％ 中学校 ２６校　１００％
アフタースクール実施校数 アフタースクール実施校数 アフタースクール実施校数

１１校 １３校 １４校

(2) 豊かな心の育成（Ｐ９６～９８）

①放課後子ども教室推進事業（再掲） [次世代育成課]
②子どもなんでも相談１１０番（再掲） [次世代育成課]
③道徳教育の充実 [教育指導課] 事業の継続 道徳教育に係る学校教育指導 道徳教育に係る学校教育指導 道徳教育に係る学校教育指導

全校 全校 全校
函館市道徳教育研究会との連携 函館市道徳教育研究会との連携 函館市道徳教育研究会との連携

授業研究参加 １回 授業研究参加 １回 授業研究参加 １回
（１講義） （１講義） （１講義）

④南北海道教育センターにおける教育相談 [南北海道教育センター] 適切な対応に努める。 相談件数 ２，２９２件 相談件数 ９５５件 相談件数 ２，６５１件
教育相談　２，１８０件 教育相談　　　９０１件 教育相談　２，５２２件
就学相談　　　１１２件 就学相談　　　　５４件 就学相談　　　１２９件

⑤いじめ等巡回相談員配置事業（再掲） [学校教育課，教育指導課]

(3) 健やかな体の育成（Ｐ９８～１００）

①スポーツ少年団への助成 [スポーツ振興課] 事業の継続 加入者数 加入者数 加入者数
６９団体　１，６３８人 ６９団体　１，６３８人 ６９団体　１，６３８人

②スポーツ・レクリエーション指導者育成事業 [スポーツ振興課] 養成対象人員 養成対象人員 ５人 養成対象人員 １人 養成対象人員 ７人

(4) 信頼される学校づくりの推進（Ｐ１００～１０１）

①学校施設（小・中）の耐震化 [施設課] 実施済校数 耐震改修(改修工事） 耐震改修(改築設計） 耐震改修(改築設計）
耐震診断 小学校１５校，中学校８校 中学校　１校　戸倉中学校 中学校　１校　戸倉中学校
耐震改修

②統合に伴う整備 [施設課] 実施校数 実施校数 ２校 実施校数 ２校 実施校数 ２校
（整備対象校） 　（実施設計） 　（実施設計） 　（実施設計）

　中学校　１校 巴中学校 　中学校　１校 潮見中学校 　中学校　１校 潮見中学校
　（改修工事） 　（新築工事） 　（新築工事）
　中学校　１校 桐花中学校 　中学校　１校 巴中学校 　中学校　１校 巴中学校

アフタースクール実施校数

　青少年へのスポーツの普及，体力の向上，さらには青少年の健全育成の
ため，少年野球等１１種目の競技交流事業をはじめ，ジュニアリーダー研
修，育成母集団研修，体力テスト等の事業を実施している函館市スポーツ
少年団に対し，運営費用の一部を補助する。

　スポーツ・レクリエーションの資格取得に要する経費の一部を補助す
る。

　耐震性のない建物について地震補強等の工事を実施し，耐震化の推進に
努める。

　市立の小・中学校において標準学力検査を実施し，検査の結果集約，
データの分析・考察，学習に係わる児童の意識調査の実施・分析，学習指
導の工夫・改善に係わる実践上の課題等についての検討を行う。
　また，学力向上のためには，家庭における学習や生活習慣づくりが大切
だという考えのもと，啓発用のポスターやチラシの配布，地域人材を活用
した小学校におけるアフタースクールの実施などをとおして，放課後や長
期休業中の学習の取組みを促進し，児童の主体的な学習習慣の定着による
学力向上を図る。

　学校統合に伴って必要となる施設整備を実施し学習環境の向上に努め
る。

　豊かな心の育成をめざすため，学校教育指導を通じて各学校に指導を行
うとともに，道徳教育に係る学校教育指導資料等の作成，函館市道徳教育
研究会との連携のもとでの公開研究会等における助言等を行う。

　幼児，児童・生徒の教育上の諸問題の解決を図るため，本人，保護者，
学校教育関係者の申し出により，適応，進路および適性に関する相談を実
施する。
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

③学校評議員制度 [学校教育課] 設置校数 設置校数 ７５校 設置校数 ７２校 設置校数 ７２校

(市立小中高幼全校)

委員数 ３８３人 委員数 ３７２人 委員数 ３７２人
④学習活動推進事業 [学校教育課] 実施校数 地域人材活用 地域人材活用 地域人材活用

　講演会等講師の活用 全校 　講演会等講師の活用 全校 　講演会等講師の活用 全校

体験学習活動 体験学習活動 体験学習活動
　借上げバスの活用 全校 　借上げバスの活用 全校 　借上げバスの活用 全校

(5) 幼児教育の充実（Ｐ１０１～１０２）

①私立学校運営費補助金 ［子ども企画課］ 事業の継続 単価 ２４，０００円／人 単価 ２４，０００円／人 単価 ２４，０００円／人

②保育の質の向上（再掲） ［子どもサービス課］
③学校（園）教育指導の充実 [教育指導課] 事業の継続 幼稚園・小学校連絡協議会 幼稚園・小学校連絡協議会 幼稚園・小学校連絡協議会

１回 １回 １回
学校教育指導 学校教育指導 学校教育指導

２園　４回 ２園　４回 ２園　４回

３　家庭や地域の教育力の向上

(1) 豊かなつながりの中での家庭教育の支援の充実（Ｐ１０３）

①地域子育て支援拠点事業(子育てサロン，つどいの広場)(再掲) [子ども企画課]→［子どもサービス課］

②乳幼児健康診査（再掲） [母子保健課]
③家庭教育支援事業（家庭教育セミナー） [生涯学習文化課] 開催回数 開催回数 ８回 開催回数 ２回 開催回数 ２０回

④３歳児健診時食育啓発事業（再掲） [健康増進課]

(2) 地域の教育力の向上（Ｐ１０４～１０５）

①青少年健全育成団体への支援 [次世代育成課] 事業の継続 対象団体 ３団体 対象団体 ２ 対象団体 ２団体

②放課後子ども教室推進事業（再掲） [次世代育成課]
③子どものための就業体験事業「はこだてキッズタウン」の開催（再掲） [次世代育成課]

④スポーツ少年団への助成（再掲） [スポーツ振興課]

※学校運営協議会を設置している学校を除く

100%　学校長が，保護者や地域住民など学校外の有識者から，学校経営に関し
て幅広く意見を聞くとともに，必要に応じて，助言を求める。

　市立の小・中学校において，外部講師として地域人材を活用したり，校
外において地域の歴史や産業などに直接触れて体験することにより，学習
に対する興味関心を喚起し，学力向上に資するために，平成２３年度から
実施している。

　地域で子どもたちの健全育成を図る役割を担っている団体に補助金を交
付する。

（子ども会，豆記者） （子ども会，豆記者）

　私立学校の教育条件の維持向上，父母負担の軽減と私立学校の経営の健
全性を高めるため，幼稚園から大学までの私立学校を設置する学校法人に
対して補助金を交付する。

　市立幼稚園が取り組んでいる子育てに係わるセミナーおよび函館市幼児
教育研究会による幼稚園・小学校連絡協議会において，幼児教育の研究協
議を行うとともに，幼稚園・小学校の連携を図る。

　保護者や教職員，地域の関係者が集まる機会に講師を派遣し，家庭教育
に関する学習機会を提供する。

100% 100%
※学校運営協議会を設置している学校を除く

団体
（子ども会，豆記者，子ども
劇場）
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

⑤総合型地域スポーツクラブ育成支援事業 [スポーツ振興課] 対象団体 対象団体 ０団体 対象団体 １団体 対象団体 １団体

⑥学校開放事業（文化開放）（再掲） [生涯学習文化課]
⑦学校開放事業（校庭開放，遊泳開放）（再掲） [スポーツ振興課]
⑧スポーツ・レクリエーション指導者育成事業（再掲） [スポーツ振興課]

４　子どもを取り巻く有害環境対策の推進

(1) 関係業界への自主的措置の促進（Ｐ１０６）

①有害図書等販売状況一斉立入調査（再掲） ［次世代育成課］

(2) 情報モラル教育の推進（Ｐ１０６～１０７）

①情報モラル教育の推進 [教育指導課] 事業の継続 研修の実施 １２回

等

(3) 情報リテラシーの向上（Ｐ１０７～１０８）

①情報リテラシーの向上 [教育指導課] 事業の継続 研修の実施 １５回

第４　子育てを支援する生活環境の整備

１　良質な住宅の確保

(1) ファミリー向け賃貸住宅への居住支援（Ｐ１１０）

①ヤングファミリー住まいりんぐ支援事業 [住宅課] 事業の継続 補助件数 新規　１４件 補助件数 新規　１４件 補助件数 新規　４４件
更新　３０件 更新　３８件 更新　３９件

リーフレットを基に，児童生
徒，保護者への情報モラル教
育の推進を行っている。

　地域に根付いた生涯スポーツの振興を図るため，総合型地域スポーツク
ラブに対して，その活動に要する費用の一部を補助する。

　情報活用場面における自他の権利や責任，ネットワーク上のルールやマ
ナーなど，情報社会で適正な活動を行うために必要な情報モラルを児童・
生徒に身に付けさせ，各学校の指導の充実を図るとともに，保護者をはじ
めとする地域住民に対する啓発を行う。

｢情報モラル教育について｣

　情報端末を使用した問題行動の未然防止や早期発見・早期対応を図るた
め，インターネットにおける小・中・高等学校に関する書き込みや有害サ
イトの検索・監視・サイト管理者等への削除要請などを行うとともに，生
徒や保護者への情報リテラシーの向上を図る。
（情報リテラシー向上事業から名称変更）

　西部地区および中央部地区の空家の有効活用と若年層の定住化を促進
し，活力あるまちづくりを進めるため，当該地区内に存する民間賃貸住宅
に入居する子育て世帯に対し，家賃の一部を補助する。

ネットパトロールの報告をも
とに，当該学校の教師より児
童･生徒･保護者への情報リテ
ラシーの向上について，指
導･支援を行っている。

「ＬＩＮＥやＳＮＳなどの安全な使い方について」

「子どもたちとゲーム等メデ
　ィアとのつき合い方など」
「インターネットの安全な使
　い方について」

リーフレットを基に，児童生
徒，保護者への情報モラル教
育の推進を行っている。｢子どもたちとゲーム等メ

ディアとの付き合い方など」

ネットパトロールの報告をも
とに，当該学校の教師より児
童･生徒･保護者への情報リテ
ラシーの向上について，指
導･支援を行っている。
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

②市営住宅への優先入居の導入の検討 [住宅課]

２　安全な道路交通環境の整備

(1) 安全な道路交通環境の整備推進（Ｐ１１１～１１２）

①スクールゾーン，幼児ゾーン警戒標識の設置 [交通安全課] 設置数 設置数 設置数 設置数
スクールゾーン スクールゾーン ５本 スクールゾーン ０本 スクールゾーン ５本
幼児ゾーン 幼児ゾーン ０本 幼児ゾーン ０本 幼児ゾーン ０本

②道路のバリアフリー化整備 [道路建設課] 事業の継続 防護柵設置 543ｍ 防護柵設置 83ｍ 防護柵設置 354ｍ

点字ブロック設置 50箇所 点字ブロック設置 8箇所 点字ブロック設置 41箇所

横断歩道滑り止め舗装 5箇所 横断歩道滑り止め舗装 7箇所

③通学路の安全対策 [保健給食課] 事業の継続 函館市通学路安全対策会議 2回 函館市通学路安全対策会議 1回 函館市通学路安全対策会議 2回
合同点検の実施 合同点検の実施 合同点検の実施

３　子どもの交通安全を確保するための活動の推進

(1) 交通安全教育の推進（Ｐ１１３）

①交通安全教室の開催 [交通安全課] 開催回数 開催回数 621回 開催回数 422回 開催回数 620回
交通指導員数 １０人 交通指導員数 １０人 交通指導員数 １０人

（国主催：全国研修会）
②梁川交通公園の設置運営 [交通安全課] 事業の継続 入園者数 ３８，１６５人 入園者数 ２８，０３３人 入園者数 ３１，４６２人

子育て世帯の優先入居を実施
予定（平成29年1月1日条例施
行予定）

導入の検討 子育て世帯の優先入居につい
て，引き続き検討する。　市営住宅においては，子育て世帯を含む多人数世帯の入居機会を拡大す

るため，現在供給されている住戸で３ＬＤＫや４ＬＤＫの住宅型式で，床
面積が64㎡以上の住宅について，３人以上の世帯に限り応募できる「優先
入居」を平成21年６月から導入しており，今後は，未就学児のいる子育て
世帯を対象とした市営住宅への優先入居について検討する。

子育て世帯の優先入居につい
て，引き続き検討する。

　歩行者において主要な路線における歩道の縦断こう配，段差の解消，視
覚障がい者誘導用ブロックの設置などによりバリアフリー化を進める。

　 幼児，児童の交通事故防止を目的に，幼稚園，保育所，小学校の半径
500メートルをスクールゾーンとして，また，児童館および児童・幼児公園
の半径100メートルを幼児ゾーンとして設定して，警戒標識を設置し，運転
者の注意を喚起しており，引き続き，必要な地域の把握に努めるととも
に，計画的な設置を推進する。

　交通遊具をはじめとして，動力式ゴーカート，自転車等を配備し，市内
の幼児・小学校児童等が，楽しみながら，交通ルールを学ぶ。

　市や警察，道路管理者，学校関係者，保護者，町会などで組織する「函
館市通学路安全対策会議」において，関係機関との連携を図りながら，通
学路の点検を行い，歩道の整備や防護柵の設置などのハード対策および交
通規制や交通安全教育などのソフト対策を含めて，通学路の安全対策に継
続して取り組む。

　 交通指導員による交通安全教室を計画的に実施し，また，併せて交通指
導員の研修の機会を増やし，指導力の向上に努める。 関係団体主催の研修会への交通指導

員の参加　２人（12月研修）
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

③交通安全パネル展の開催 [交通安全課] 事業の継続 開催回数 １回 開催回数 ０回 開催回数 １回

(2) チャイルドシートの正しい使用の徹底（Ｐ１１４）

①チャイルドシート安全利用の普及活動 [交通安全課] 開催回数 安全教室開催回数 １２回 安全教室開催回数 ６回 安全教室開催回数 １０回
対象者延人数 ２８０人 対象者延人数 １１３人
対象者 幼児の保護者 対象者 幼児の保護者
【実施団体】 【実施団体】
・函館市立戸井幼稚園 ・ちとせ幼稚園
・函館ひかり幼稚園 ・藤幼稚園
・函館市立はこだて幼稚園 ・函館市立はこだて幼稚園
・亀田ゆたか幼稚園 ・深堀子育てサロン
・元町白百合幼稚園
・つつじ子育てサロン
・深堀子育てサロン
・花園保育園子育てサロン

②交通安全パネル展の開催（再掲） [交通安全課]

４　安心して外出できる環境の整備

(1) 公共的施設のバリアフリー化の推進（Ｐ１１５～１１６）

①函館市福祉のまちづくり条例の推進 ［地域福祉課］ 開催回数
委員会 １回 ０回 １回
パネル展 パネル展開催回数 １回 パネル展開催回数 ０回 パネル展開催回数 １回

②福祉のまちづくり施設整備費補助金 ［地域福祉課］ 一層のＰＲに努める。

補助件数 １件 補助件数 ０件 補助件数 １件予定

※妊婦健診を行う７病院にチャイ
ルドシート着用啓発ポスターの掲
示を依頼した。

福祉のまちづくり推進委員会

※幼稚園１８園，保育園等５１園
にチャイルドシートの着用推進ポ
スターの掲示および，全園児家庭
にチラシの配付を依頼している。

福祉のまちづくり推進委員会

　保護者を対象とした交通安全教室の開催により，チャイルドシートの誤
使用や未装着による子どものけがなどを防止する。

※保健所において，母子手帳交付
時および乳幼児検診時に，チャイ
ルドシート着用の声がけとチラシ
配布を実施。

　交通安全パネル展を開催し，事故事例の説明や事故防止対策用品を紹介
するなど，交通安全意識の一層の向上を図るとともに，シートベルトや
チャイルドシート装着の重要性を周知する。

市政はこだてやパンフレット
による制度の周知・啓発

市政はこだてやパンフレット
による制度の周知・啓発

市政はこだてやパンフレット
による制度の周知・啓発　既存の公共的施設について，整備基準に沿ったバリアフリー化整備を行

う際に整備費用の一部を市が補助しており，より多くの人に利用してもら
うため，一層のＰＲに努める。

福祉のまちづくり推進委員会
　「函館市福祉のまちづくり推進委員会」を開催し，各種施策について調
査研究を行うとともに，病院，百貨店，ホテル，飲食店など多数の人が利
用する公共的施設について，バリアフリー化に係わる整備基準の周知・普
及のほか，人を思いやる心などの意識の啓発を図るため，「心のバリアフ
リー」化に向けた取組みとしてパネル展の開催，出前講座，広報誌などに
よる啓発活動を推進する。

（平成２９年３月開催予定）
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

③道路のバリアフリー化整備（再掲） [道路建設課]

(2) 子育てバリアフリー情報提供の充実（Ｐ１１６）

①「すくすく手帳」の発行（再掲） [次世代育成課]

５　安全・安心なまちづくりの推進

(1) 犯罪等の防止に配慮した環境の整備推進（Ｐ１１７）

①街路灯設置費補助事業 ［市民・男女共同参画課］ 新設・取替数 新設・取替数 ３，２０９灯 新設・取替数 ２，６１４灯 新設・取替数 ２，７７４灯

②街路灯電灯料補助事業 ［市民・男女共同参画課］ 事業の継続 補助灯数 ２３，０２７灯 補助灯数 ２３，０１８灯 補助灯数 ２３，０１８灯

③街路灯の整備 [維持課] 事業の継続 新規設置数 ９灯 新規設置数 ８灯 新規設置数 ８灯

①防犯協会補助事業 ［くらし安心課］ 事業の継続

②地域安全安心促進交付金助成事業 [市民・男女共同参画課] 事業の継続 補助台数 ６９台 補助台数 ６６台 補助台数 ６６台

③少年・少女セーブサポート運動 [教育指導課] 事業の継続 緊急避難場所設置数 緊急避難場所設置数 緊急避難場所設置数
１０，５００か所 １０，５００か所 １０，５００か所

第５　仕事と生活の調和の実現

１　仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直しの推進

(1) 仕事と生活の調和の実現に向けた広報・啓発活動の推進（Ｐ１２１～１２３）

①男女共同参画推進事業（再掲） ［市民・男女共同参画課］

　町会等が街路灯の新設，取替えをする際，費用の一部を市が補助する。

　町会等が設置する街路灯の電灯料の一部を市が補助する。

　交通量の多い市道交差点において，街路灯設置が交通事故減少に効果的
と見られる箇所に既存電柱等を活用して街路灯を設置する。

函館市中央地区防犯協会，函
館西防犯協会への補助

函館市中央地区防犯協会，函
館西防犯協会への補助　各種防犯活動を展開している函館市中央地区防犯協会，函館西防犯協会

に補助金を交付する。

(2) 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進（Ｐ１１８～１２０）

　青色回転灯装備車を使用して防犯パトロールを実施している町会に対
し，経費の一部を助成する。

　子どもたちが事件に巻き込まれそうになったときの避難場所として，通
学路などに面した商店や公共施設のほか，一般家庭に依頼してステッカー
を貼り，逃げ込むことができる場所を周知するとともに，地域住民の子ど
もの安全確保に対する意識高揚を図る。

函館市中央地区防犯協会，函
館西防犯協会への補助
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

②「仕事と子育て」両立推進フォーラム [子ども企画課] 未実施 未実施
（今後事業化を検討） （今後事業化を検討）

③ちびっこあそびの広場（再掲）［子ども企画課］→［子どもサービス課］
④お父さんのための子育て講座（再掲） [次世代育成課]
⑤子育て女性等の就職支援 [労働課]

新規求職者数 ７４７人 新規求職者数 ４１５人 新規求職者数 ８１３人
有効求職者数 ２，４５３人 有効求職者数 １，３６１人 有効求職者数 ２，６２５人
就職件数 ３７７人 就職件数 ２１９人 就職件数 ３９３人

女性の再就業支援事業 女性の再就業支援事業 女性の再就業支援事業

セミナー受講者 １０５人 セミナー受講者 １１８人 セミナー受講者 １７８人
就業者数 ３２人 就業者数 ３０人 就業者数 ４２人

２　仕事と子育ての両立のための基盤整備

(1) 多様な働き方に対応した子育て支援（Ｐ１２４～１２５）

①ファミリー・サポート・センター事業（再掲） [子ども企画課]→［子どもサービス課］

②各種保育サービス（再掲） ［子ども企画課］→［子どもサービス課］
③［仕事と子育て」両立推進フォーラム（再掲） [子ども企画課]
④放課後児童健全育成事業（学童保育事業）の充実（再掲）［次世代育成課］
⑤仕事と家庭の両立支援制度の周知・啓発 [労働課]

市内事業所への配付 市内事業所への配付 市内事業所への配付
１，９００社 ２，１００社 ２，１００社

事業化を検討する
　「仕事と生活の調和の実現」は，子どもを生み育てやすい環境づくりに
つながることから，その実現に向けて，市民や企業をはじめ，地域社会全
体で取り組むための意識啓発を図るとともに，行動喚起を促すことを目的
とした講演会等を行う事業で，親子または子どもたちを対象とした，参
加・体験型の取組みと併せて，事業化をめざす。

函館公共職業安定所内マザー
ズコーナーの市広報紙への掲
載

　ハローワーク函館マザーズコーナーについて，市広報誌，ホームページ
等により周知を図るとともに，子育て女性等の就職支援協議会において，
関係機関との情報・意見交換を行うなど，就職支援に取り組む。

事業の継続 雇用促進支援ガイドの作成・
配付・HP掲載

雇用促進支援ガイドの作成・
配付・HP掲載

雇用促進支援ガイドの作成・
配付・HP掲載

函館公共職業安定所内マザー
ズコーナーのホームページ掲
載

函館公共職業安定所内マザー
ズコーナーの市広報紙への掲
載

事業の継続

　国が実施するワークライフバランス推進のための各種セミナーや事業所
内保育施設整備にかかる助成金制度，道が実施する両立支援促進のための
各種施策などを市広報誌やホームページ，「雇用促進支援ガイド」等にお
いて周知・啓発を図る。
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

(2) 育児休業制度等の普及・啓発の推進（Ｐ１２５～１２６）

①育児休業制度等の利用促進 [労働課] 事業の継続

市内事業所への配付 市内事業所への配付 市内事業所への配付
１，９００社 ２，１００社 ２，１００社

１，９００社 ２，１００社 ２，１００社

３，２００人 ３，２００人

第６　特別な援助を要する家庭への支援

１　児童虐待防止対策の充実

(1) 関係機関との連携等（Ｐ１２７～１２８）

①函館市要保護児童対策地域協議会 [次世代育成課] 事業の継続 要保護児童対策地域協議会 要保護児童対策地域協議会 要保護児童対策地域協議会
の開催 の開催 の開催
代表者会議 １ 回 代表者会議 １ 回 代表者会議 １ 回
実務者会議 ３ 回 実務者会議 １ 回 実務者会議 ３ 回
個別ケース検討会議５８ 回 個別ケース検討会議３０ 回 個別ケース検討会議８０ 回

(2) 発生予防，早期発見・早期対応等（Ｐ１２８～１２９）

①主任児童委員，児童委員の活動の促進（再掲） ［地域福祉課］
②（仮称）ＤＶ被害者同伴児童サポート事業 [子育て支援課] 未実施 未実施

（事業化に向けて検討中） （事業化に向けて検討中）

③児童虐待防止意識啓発事業 [次世代育成課] 事業の継続 児童虐待対応マニュアルの 児童虐待対応マニュアルの 児童虐待対応マニュアルの
作成・配布 ２００部 作成・配布 ２００部 作成・配布 ２００部
虐待防止啓発用カードの 虐待防止啓発用カードの 虐待防止啓発用カードの
作成・配布 ４，０００枚 作成・配布 ４，０００枚 作成・配布 ４，０００枚

④養育支援訪問事業（再掲） [次世代育成課]
⑤子どもなんでも相談１１０番（再掲） [次世代育成課]
⑥乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）（再掲） [母子保健課]
⑦妊婦健康診査（再掲） [母子保健課]
⑧妊産婦保健指導（再掲） [母子保健課]
⑨乳幼児健康診査（再掲） [母子保健課]

雇用促進支援ガイドの作成・
配付・HP掲載

雇用促進支援ガイドの作成・
配付・HP掲載　育児休業制度等に係る助成金について，市広報誌やホームページ，「雇

用促進支援ガイド」により労使双方に対して，その周知に努める。

厚労省作成の育児・介護休
業法のリーフレットを市内
事業所へ送付

厚労省作成の育児・介護休
業法のリーフレットを市内
事業所へ送付

労働者ハンドブックの作成・
配付・HP掲載
就職予定の大学生・高校生等
への配付

 市や教育委員会，児童相談所のほか，警察，保育所，幼稚園，小・中学
校，主任児童委員，児童委員，医療機関など，子どもを取りまく関係機関
により構成されており，代表者会議や実務者会議のほか，個別ケース検討
会議を開催し，被虐待児などの要保護児童の適切な保護を図るために必要
な情報交換や支援の内容に関する協議等を行う。

計画期間内の事業化をめ
ざす　ＤＶ家庭のなかで育ったことにより傷ついた子ども達が，安心して安全

でいられ，感情を適切に表現できるよう精神面での回復を図り，自尊心を
持って生きていけるよう支援する事業で，計画期間内の事業化をめざす。

　児童虐待対応マニュアルや児童虐待防止啓発用カードを作成・配布し，
児童虐待の防止および対応に関する意識啓発を図る事業。

厚労省作成の育児・介護休
業法のリーフレットを市内
事業所へ送付

労働者ハンドブックの作成・
配付・HP掲載
就職予定の大学生・高校生等
への配付

雇用促進支援ガイドの作成・
配付・HP掲載

27



施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

⑩乳幼児保健指導（再掲） [母子保健課]
⑪産後うつ・育児支援事業（再掲） [母子保健課]

２　障がい児施策の充実

(1) 障がいの早期発見・早期療育の充実（Ｐ１３０～１３１）

①障害児等療育支援事業 ［障がい保健福祉課］ 事業の継続
通園児童への支援 ２４人 通園児童への支援 ０人 通園児童への支援 ２３人
未通園児童への支援 延205人 未通園児童への支援 延115人 未通園児童への支援 延228人
専門支援 2日 専門支援 1.5日 専門支援 2.5日
発達支援体制コーディネート 発達支援体制コーディネート 発達支援体制コーディネート

202,800円 0円 202,540円
②障がい児に関する知識・情報の提供 ［障がい保健福祉課，母子保健課］ 事業の継続 障害者のしおり 3,175冊 障害者のしおり 0冊 障害者のしおり 3,175冊

ぱーそなるすけっち 1,000冊 ぱーそなるすけっち 0冊 ぱーそなるすけっち 900冊

③乳幼児健康診査（再掲） [母子保健課]
④乳幼児健康診査　二次スクリーニング（再掲） [母子保健課]
⑤乳幼児精密健康診査（再掲） [母子保健課]
⑥乳幼児保健指導（再掲） [母子保健課]
⑦障がい児訪問指導 [母子保健課] 訪問指導の充実 障がい児訪問件数 延108件 障がい児訪問件数 延39件 障がい児訪問件数 延70件

(2) 一貫した総合的な障がい児施策の推進（Ｐ１３１～１３３）

①障害児計画相談支援 ［障がい保健福祉課，療育・自立支援センター］ 事業所数 ９か所 事業所数 ９か所 事業所数 ９か所

②日中一時支援事業 ［障がい保健福祉課］ 利用人数 延　148人 利用人数 延　52人 利用人数 延　136人
624回 223回 587回

（障がい児分のみ） （障がい児分のみ） （障がい児分のみ）

③児童発達支援 ［障がい保健福祉課，療育・自立支援センター］ 利用人数 延　1,440人 利用人数 延　　852人 利用人数 延　1,883人
17,846回 10,288回 22,766回

　障がい児等やその家族への個別の支援計画の策定・療育支援，家族への
相談支援を行うとともに，医師などによる専門的な指導，支援など，発達
支援体制の充実に努める。

　保健・医療・福祉・教育の各機関等が実施している啓発事業を通じて，
障がい児を持つ保護者や療育関係者のみならず，一般市民にも障がいに関
する情報等を提供する。

　障がいのある子どもの発達を支援するために，保健・医療・福祉・教育
に関する情報を提供するとともに，保護者の育児不安の解消を図るために
訪問指導の充実に取り組む。

事業の継続
　障害児通所支援を利用するにあたっては，平成27年度から障害児支援利
用計画の作成が必須となることから，相談支援の充実に努める。

　介護している家族が一時的に休息がとれるようにするとともに，障がい
のある人に日中活動の場を提供し，社会に適応するための日常的な訓練そ
の他の支援を行う。

事業の継続
　就学前の身体・知的・精神障がい（発達障がいを含む）児に対し，日常
生活における基本的な動作の指導，知識技能の付与，集団生活への適応訓
練等を行えるように児童発達支援センター等で支援を行っており，対象児
童が増加していることから充実に努める。

※支援内容：子ども一人一人の状況に合わ
せて，子どもが楽しめるようルールのある
ゲームや音楽・運動などを通し，日常生活
における基本的な動作の指導など必要な支
援を行っている。

※支援内容：子ども一人一人の状況に合わ
せて，子どもが楽しめるようルールのある
ゲームや音楽・運動などを通し，日常生活
における基本的な動作の指導など必要な支
援を行っている。

事業の継続

※支援内容：子ども一人一人の状況に合わ
せて，子どもが楽しめるようルールのある
ゲームや音楽・運動などを通し，日常生活
における基本的な動作の指導など必要な支
援を行っている。
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

④医療型児童発達支援 ［障がい保健福祉課，療育・自立支援センター］ 利用人数 延　280人 利用人数 延　95人 利用人数 延　233人
1,757回 737回 1,817回

⑤放課後等デイサービス ［障がい保健福祉課］ 実施施設数 ２２か所 実施施設数 ２５か所 実施施設数 ２５か所
延利用人数 2,436人 延利用人数 1,663人 延利用人数 3,575人

29,412回 21,724回 46,719回

⑥保育所等訪問支援 ［障がい保健福祉課，療育・自立支援センター］ 利用人数 延　72人 利用人数 延　37人 利用人数 延　107人
81回 41回 128回

⑦はこだて療育・自立支援センター診療所
［療育・自立支援センター診療所］

⑧育成医療の給付 ［母子保健課］ 医療の給付人数 医療の給付人数 医療の給付人数

補装具の給付件数 2件 補装具の給付件数 0件 補装具の給付件数 2件
・体幹装具　1件 ・体幹装具　2件
・下肢装具　1件

(3) 教育的支援の推進（Ｐ１３３～１３５）

①ウィークエンド・サークル活動推進事業（再掲） [生涯学習文化課]
②特別支援教育サポートチームの設置[教育指導課，南北海道教育センター] 事業の継続 全体会 ２回 全体会 ２回 全体会 ３回

グループ協議 ０回 グループ協議 ０回 グループ協議 ０回
巡回相談 延べ１２名 巡回相談 延べ９名 巡回相談 延べ１８名

事業の継続

事業の継続
　就学前の主として肢体不自由児を対象に，医療型児童発達支援センター
または指定医療機関において，児童発達支援および治療を行っており，今
後も充実に努める。

事業の継続
　小・中・高等学校に就学している障がい児に対し，放課後や夏休み等に
おける居場所の確保を図る観点から，単なる居場所としてだけではなく，
日常生活に必要な訓練や指導などの療育，その他必要な支援を指定サービ
ス事業所で行っており，対象児童が増加していることから，充実に努め
る。

※支援内容：２週間に１回程度訪問
し，児童本人に対しては集団生活適
応のための訓練等の支援を，訪問先
施設のスタッフに対しては児童への
支援方法の指導等の支援を行ってい
る。

※支援内容：２週間に１回程度訪問
し，児童本人に対しては集団生活適
応のための訓練等の支援を，訪問先
施設のスタッフに対しては児童への
支援方法の指導等の支援を行ってい
る。

事業の継続 医師，理学療法士，作業療法
士，言語聴覚士，および臨床
心理士等が連携して，地域の
療育拠点としての機能を強化
する。

医師，理学療法士，作業療法
士，言語聴覚士，および臨床
心理士等が連携して，地域の
療育拠点としての機能を強化
する。

　心身に障がいのある児童およびその疑いのある児童を対象に，医学的ま
たは心理学的判定による早期診断を行い，医師，理学療法士，作業療法
士，言語聴覚士，および臨床心理士等が連携して，地域の療育拠点として
の機能を強化します。

※支援内容：２週間に１回程度訪問
し，児童本人に対しては集団生活適
応のための訓練等の支援を，訪問先
施設のスタッフに対しては児童への
支援方法の指導等の支援を行ってい
る。

医師，理学療法士，作業療法
士，言語聴覚士，および臨床
心理士等が連携して，地域の
療育拠点としての機能を強化
する。

事業の継続
　身体に障がいのある，または放置すれば一定の障がいを残すと認められ
る子どもで，手術等により確実に治療効果が期待できるものに医療費の給
付を行うとともに，身体の障がいを補うための補装具の購入や修理費用の
一部支給などを行う。

　市立幼稚園，小・中学校を対象として，学習障がい（ＬＤ），注意欠陥
／多動性障がい（ＡＤＨＤ），高機能自閉症等，特別な支援を要する児
童・生徒への教育的対応について，巡回相談などを通じて，専門的な意見
の提示や助言を行っており，今後も継続する。
（特別支援教育サポート委員会の設置から名称変更）

18人 47人34人

　保育所等に通う障がい児に対し，集団生活への適応のための専門的な指
導や支援を必要とする場合に，児童発達支援センター等の職員等が保育所
等を訪問し，専門的な支援を行うとともに訪問先のスタッフに対する支援
を行うもので，平成27年度からは児童発達支援センターの必須事業となる
ことから，訪問支援の充実に努める。
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

③特別支援教育支援員配置事業 [教育指導課，南北海道教育センター] 事業の継続 特別支援教育支援員の配置 特別支援教育支援員の配置 特別支援教育支援員の配置
　　　　　　　　　　　５７校　７４名 　　　　　　　　　　　５４校　７４名 　　　　　　　　　　　５４校　７４名

④特別支援教育巡回指導員配置事業 [南北海道教育センター] 事業の継続
　　　　　　　　　　　２名 　　　　　　　　　　　２名 　　　　　　　　　　　２名

学校訪問等 ７５件 学校訪問等 ３０件 学校訪問等 ６６件

⑤特別支援教育に関する研修の充実 [南北海道教育センター] 事業の継続 特別支援教育研修会　１３回 特別支援教育研修会　１１回 特別支援教育研修会　１５回

⑥特別支援教育就学扶助 [保健給食課] 事業の継続 支給対象児童・生徒 支給対象児童・生徒 支給対象児童・生徒
　　　　　　　　　　　小学生 １６６人 　　　　　　　　　　　小学生 １２９人 　　　　　　　　　　　小学生 １７０人
中学生 ７２人 中学生 ５９人 中学生 ７５人

(4) 保育所等における障がい児保育等の推進（Ｐ１３５）

①保育所等訪問支援（再掲）［障がい保健福祉課，療育・自立支援センター］
②私立幼稚園における障がい児教育[子ども企画課]→［子どもサービス課］ 施設数 施設数 ９か所 施設数 １０か所 施設数 １０か所

入園実人数 ４５人 入園実人数 ４２人 入園実人数 ４２人

③保育所における障がい児保育（再掲） [子ども企画課]→［子どもサービス課］

④放課後児童健全育成事業における障がい児保育 ［次世代育成課］ 実施施設の拡大 施設数 施設数 施設数
入所児童数 人 入所児童数 人 入所児童数 人

第７　母子家庭および父子家庭の自立支援

１　母子家庭および父子家庭の自立支援の推進

(1) 子育て・生活支援の充実（Ｐ１３７～１３９）

①母子家庭等の保育所優先入所 [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 事業の継続

５８
か所 ３９ か所 ４９

５６
か所

５６　放課後児童クラブ（学童保育所）においては，可能な限り障がい児の受
入れを行っており，現在，市として障がいのある児童を受け入れるための
施設改修や備品購入を支援しているが，今後，平成27年度から実施の国の
子ども・子育て支援新制度を活用しながら実施施設を拡大する。

　市立小・中学校に在籍する，特別な教育的支援が必要な児童・生徒に対
して，学校における日常生活上の介助や，学習支援を行う特別支援教育支
援員を配置する。

　私立幼稚園，認定こども園では，障がいへの理解を深めるとともに，療
育を進めるため，健康面や発達面において特別な支援が必要な幼児を受け
入れている。

　母子世帯や父子世帯を対象に，認可保育所の優先入所を行う。

特別支援教育巡回指導員配置数

　市立小・中学校に在籍する発達障がい等の教育的支援が必要な児童・生
徒に対して就学相談や就学後のフォローアップ訪問，巡回相談をとおして
実態把握を行うとともに，各学校における特別支援教育推進上の諸課題に
対して，学校支援や助言を行う特別支援教育巡回指導員を配置する。

　市立小・中学校の教職員を対象に，学習障がい（ＬＤ），注意欠陥／多
動性障がい（ＡＤＨＤ），高機能自閉症等，特別な支援を要する児童・生
徒への教育的対応や検査方法，アセスメントの方法を研修し，実際の指導
に活用を図る取組みを実施する。

　特別支援学級等に就学する児童・生徒の保護者の負担を軽減するため，
学校給食費や学用品・通学用品購入費など必要な支給を行う。

特別支援教育巡回指導員配置数

保育所入所実施審査にあたっ
て，母子・父子家庭に所要の
配慮をしている

保育所入所実施審査にあたっ
て，母子・父子家庭に所要の
配慮をしている

保育所入所実施審査にあたっ
て，母子・父子家庭に所要の
配慮をしている

３９

特別支援教育巡回指導員配置数

※私学助成（幼稚園特別支援教育経費）
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

②母子生活支援施設 [子育て支援課] 施設数等 施設数 ２か所 施設数 ２か所 施設数 ２か所
利用世帯数 ４０世帯 利用世帯数 ４０世帯 利用世帯数 ４０世帯

③小規模分園型（サテライト型）母子生活支援施設 [子育て支援課] 施設数等 施設数 １か所 施設数 ０か所 施設数 ０か所
利用世帯数 ６世帯 利用世帯数 ０世帯 利用世帯数 ０世帯

④母子・父子福祉センターでの趣味・教養教室 [子育て支援課] 事業の継続 教室内容 教室内容 教室内容

⑤親子での各種体験型教室（事業）の参加促進 [子育て支援課]

⑥ひとり親家庭等奉仕員派遣事業（再掲） [子育て支援課]
⑦子育て支援短期利用事業（ショートステイ事業）（再掲）[子育て支援課]
⑧トワイライトステイ事業（再掲） [子育て支援課]
⑨市営住宅への母子家庭等の優先入居 [住宅課] 事業の継続 事業の実施 事業の実施

(2) 就業支援の充実（Ｐ１３９～１４１）

①母子・父子福祉センターでの技能習得事業 [子育て支援課] 教室内容 教室内容 教室内容 教室内容
エクセル教室 ｴｸｾﾙ教室 2教室 181人 ｴｸｾﾙ教室 2教室 90人 ｴｸｾﾙ教室 2教室 480人
ワード教室 ﾜｰﾄﾞ教室 1教室 134人 ﾜｰﾄﾞ教室 1教室  0人 ﾜｰﾄﾞ教室 1教室 264人
簿記 簿記教室 1教室  62人 簿記教室 1教室 59人 簿記教室 1教室 250人

②母子家庭等就業・自立支援センター事業 [子育て支援課]

③母子自立支援プログラム策定事業 [子育て支援課] プログラム策定件数 プログラム策定件数 プログラム策定件数

　住居を提供するだけでなく，生活支援，就業支援，育児相談，教育相談
などを通じて，自立を支援する。

　母子生活支援施設入所に係わる課題をほぼ解決している母子家庭につい
て，民間住宅等を活用して，本体施設と連携を図りながら，生活指導や相
談の支援を行い，その自立を重点的に支援する。

　母子・父子・寡婦を対象として，趣味や教養，スポーツ・レクリエー
ションを通じて生きがいを深め，健康で明るい生活を送るための各種教室
等を開催する。

ウォーキング＆ストレッチ
ング，料理，歌謡，英会
話，ヨガなど

ウォーキング＆ストレッチ
ング，料理，歌謡，英会
話，ヨガなど

ウォーキング＆ストレッチ
ング，料理，歌謡，英会
話，ヨガなど

親子で参加できる各種の
体験型教室（事業）等の
情報収集を行い，その周
知・広報に努める。

親子で参加できる各種の体験
型教室（事業）等の情報収集
を行い，その周知・広報

親子で参加できる各種の体験
型教室（事業）等の情報収集
を行い，その周知・広報

　親子で参加できる各種の体験型教室（事業）等の情報収集を行い，その
周知・広報に努め，親子での参加促進を図る。

親子で参加できる各種の体験
型教室（事業）等の情報収集
を行い，その周知・広報

　高齢者，障がい者，母子世帯，低所得者を対象に市営住宅の優先入居を
行う。

　母子家庭等の母親または父親，および寡婦を対象として，就職に有利な
資格を得るための講座を開催する。

北海道との連携を図りな
がら，きめ細かく取り組
む。

就業相談，就業促進活動，セ
ミナー就業情報提供など事業
を展開

就業相談，就業促進活動，セ
ミナー就業情報提供など事業
を展開

就業相談，就業促進活動，セ
ミナー就業情報提供など事業
を展開

　道と連携を図りながら，一貫した就業支援サービスを提供するととも
に，地域生活や養育費に関する相談のほか，民間事業者に対する就業に係
わる協力依頼など，総合的な支援について，きめ細かく取り組む。

これまでの母子世帯(寡婦)
に，父子世帯(寡夫)を追加
（平成29年1月1日条例施行予
定）

事業の継続 ２９件 １８件 ３０件
　就職や転職を希望する児童扶養手当受給者を対象に，専門の相談員が面
談のうえ，本人の希望や実情に対応した自立支援計画書(プログラム)を策
定して，個々に応じたきめ細かな就業支援を行う。
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

④母子家庭等自立支援給付金支給事業 [子育て支援課] 自立支援教育訓練給付金 ３件 自立支援教育訓練給付金 ０件 自立支援教育訓練給付金 ６件
高等技能訓練促進給付金 ２９件 高等技能訓練促進給付金 ３１件 高等技能訓練促進給付金 ３４件

⑤子育て女性等の就職支援（再掲） [労働課]

(3) 養育費確保の促進（Ｐ１４１～１４２）

①養育費確保にかかる周知・啓発事業 [子育て支援課] 継続して周知啓発を行う。

(4) 経済的支援の充実（Ｐ１４２～１４３）

①児童扶養手当 ［子育て支援課］ 事業の継続 対象児童数 対象児童数 対象児童数
延　６９,８２８人 延  ４５,３４９人 延　７０,１８２人

②ひとり親家庭等医療費助成制度 ［子育て支援課］ 事業の継続 受給者数 受給者数 受給者数
９，１７８人 ８,９６９人 ９，２５８人

受診件数 受診件数 受診件数
５８，７００件 ３０，６１２件 ５７，６０６件

③遺児手当 [子育て支援課] 対象児童数 延　５１３人 対象児童数 延　２４０人 対象児童数 延　６３６人

④母子・父子・寡婦福祉資金貸付金 [子育て支援課] 事業の継続 貸付件数 貸付件数 貸付件数

⑤母子家庭等自立支援給付金支給事業（再掲） [子育て支援課]

(5) 情報提供および相談体制の充実（Ｐ１４３～１４５）

①母子・父子自立支援・女性相談室 [子育て支援課] 事業の継続 相談員 ４名兼務 相談員 ４名兼務 相談員 ４名兼務
相談件数 ２，５１２件 相談件数 　　　７９０件 相談件数 ２，０００件
(母子自立支援相談室分　2,063件) (母子自立支援相談室分　521件) (母子自立支援相談室分　1,500件)

(女性相談室分　449件) (女性相談室分　269件) (女性相談室分　500件)

母子自立支援員による相談時
や児童扶養手当の申請時に周
知を行う

　母子及び父子並びに寡婦福祉法では，非監護親は養育費を支払うよう努
めるべきであると定められており，児童扶養手当の申請時などに，養育費
の確保に関する周知・啓発を図る。

　母子または父子家庭や両親のいない家庭の20歳未満の子と，ひとり親家
庭の母または父の保険診療にかかる医療費の一部を，一定の要件のもとに
助成する。

事業の周知・啓発に努め
るとともに，母子家庭の
自立を一層支援するた
め，対象資格の拡充につ
いて検討。

　資格取得のための指定された講座を受講する場合や，看護師，介護福祉
士，保育士，理学療法士，作業療法士，歯科衛生士，美容師に加え，平成
28年度から，社会福祉士，調理師，製菓衛生師など，経済的自立に有効な
資格を取得する場合などに給付金を支給しており，今後も事業の周知・啓
発に努めるとともに，母子家庭等の自立を一層支援する。

母子福祉資金・寡婦福祉資金
貸付金　　　２０１件

母子福祉資金・寡婦福祉資金
貸付金　　　９９件

　専任の相談員を配置し，生活全般の問題について相談に応じ，その自立
に必要な指導と生活資金の貸付けを行う。

母子自立支援員による相談時
や児童扶養手当の申請時に周
知を行う

母子自立支援員による相談時
や児童扶養手当の申請時に周
知を行う

　ひとり親家庭等（母子および父子家庭等）の生活の安定と自立の促進に
寄与し，児童の福祉の増進を図るため，一定の要件に該当する18歳に達す
る日以後の最初の３月31日までの間にある児童（一定程度以上の障がいの
状態にある場合は20歳未満）を養育しており，所得が一定未満の方に手当
を支給する。平成28年8月から，第2子以降に支給する手当の額を増額改定
した。

制度の周知，広報に努め
る。　父および母を失った遺児または不慮の事故，災害により父母のいずれか

を失った遺児の養育者に対して，手当を支給する。

　母子家庭等の経済的自立と生活の安定，子どもの福祉を図るため，無利
子または低利子で各種資金の貸付けを行う。

母子福祉資金・寡婦福祉資金
貸付金　　　２８６件
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

②「ひとり親家庭のしおり」の配布 [子育て支援課] 事業の継続 配付部数 １，０００部 配付部数 １，０００部 配付部数 １，０００部

第８　子育てに伴う経済的負担の軽減

１　子育て家庭への経済的支援の充実

(1) 各種手当の支給・充実（Ｐ１４７～１４８）

①児童手当 [子育て支援課] 事業の継続 対象児童数 対象児童数 対象児童数
　延　２９８，７６７人 　延　９８，８８７人 　延　２９５，７６４人

②児童扶養手当（再掲） [子育て支援課]

(2) 医療費等の助成，軽減の実施（Ｐ１４８～１４９）

①私立学校運営費補助金（再掲） ［子ども企画課］
②保育所保育料の軽減 ［子ども企画課］→［子どもサービス課］ 事業の継続

③子ども・子育て支援新制度へ移行の幼稚園および認定こども園に係る保育料の軽減 事業化を検討する
[子ども企画課]→［子どもサービス課］

④幼稚園就園奨励事業 [子ども企画課]→［子どもサービス課］ 事業の継続 対象者 対象者 対象者

私立１７園 １，３５８人 私立５園 ４８７人 私立５園 ５９５人

　母子または父子家庭を対象とした相談や手当の制度，生活資金の貸付
け，仕事，子育て支援サービス等，生活に必要な情報を掲載した冊子を作
成し，対象世帯に配布する。

　家庭等における生活の安定に寄与するとともに次代の社会を担う児童の
健やかな成長に資するため，中学生までの児童（15歳到達後，最初の３月
31日まで）を養育し，かつ，その児童と一定関係の生計関係にある父また
は母等（所得の高い方）に手当を支給する。

　保育所保育料の軽減の実態等を踏まえ，子ども・子育て支援新制度へ移
行の幼稚園および認定こども園に係る保育料についても，負担の軽減を図
る。

　子ども・子育て支援新制度に移行しない幼稚園においては，経済的な事
情により，就園が困難な幼児の保護者の経済的負担を軽減するため，幼稚
園児の入園料，保育料の一部または全部を世帯の所得の状況に応じて減免
する。

　低所得世帯に配慮しながら，保育料に係る階層区分を細分化等すること
により，保育料の負担を軽減する。
　また，同一世帯で３人以上入所した場合は，３人目以降を無料としてい
る。

　保育所保育料の軽減の実態
を踏まえ，子ども・子育て支
援新制度へ移行の幼稚園およ
び認定こども園に係る保育料
についても負担を軽減

　保育所保育料の軽減の実態
を踏まえ，子ども・子育て支
援新制度へ移行の幼稚園およ
び認定こども園に係る保育料
についても負担を軽減

　保育料の階層区分の細分化
等により，保育料の負担を軽
減。
　また，同一世帯で３人以上
入所した場合は，３人目以降
を無料としている。

　保育料の階層区分の細分化
等により，保育料の負担を軽
減。
　また，同一世帯で３人以上
入所した場合は，３人目以降
を無料としている。ただし，
年収３６０万円未満相当の世
帯のうち，多子世帯は上の子
の入所（年齢）に関わらず第
３子以降を無料，ひとり親世
帯等は第２子以降を無料とし
ている。

　保育料の階層区分の細分化
等により，保育料の負担を軽
減。
　また，同一世帯で３人以上
入所した場合は，３人目以降
を無料としている。ただし，
年収３６０万円未満相当の世
帯のうち，多子世帯は上の子
の入所（年齢）に関わらず第
３子以降を無料，ひとり親世
帯等は第２子以降を無料とし
ている。

　保育所保育料の軽減の実態
を踏まえ，子ども・子育て支
援新制度へ移行の幼稚園およ
び認定こども園に係る保育料
についても負担を軽減
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施策項目および事業内容 計画目標　～平成31年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み

⑤子ども医療費助成制度 ［子育て支援課］ 事業の継続 受給者数 受給者数 受給者数
２２，４９５人 ２１，８９１人 ２２，００５人

受診件数 受診件数 受診件数
３１１，８８４件 １６１，０２４件 ３０６，７８２件

(3) 就学に係る費用の助成，軽減の実施（Ｐ１４９～１５０）

①入学準備金貸付事業 ［子ども企画課］ 事業の継続 貸付人数 貸付人数 貸付人数
大学・大学院 ３人 大学・大学院 ０人 大学・大学院 ９人
専修学校 ４人 専修学校 ０人 専修学校 ３人
高専・高等学校 ２０人 高専・高等学校 ０人 高専・高等学校 ３２人

（12月申請書配布，1月受付）
②奨学金貸付事業 ［子ども企画課］ 事業の継続 貸付人数 貸付人数 貸付人数

新規生 ２１人 新規生 ２３人 新規生 ２３人
継続生 ５１人 継続生 ３９人 継続生 ３９人

③母子・父子・寡婦福祉資金貸付金（再掲） [子育て支援課]
④就学援助 [保健給食課] 事業の継続 準要保護者数 準要保護者数 準要保護者数

４，４８０人 ４，１２２人 ４，１８８人
児童生徒数 児童生徒数 児童生徒数

１６，４５２人 １６，０６５人 １６，０６５人
認定率 ２７．２３% 認定率 ２５．６６% 認定率 ２６．０７%

　子どもの保険診療内にかかる医療費の一部を一定の要件のもとに助成し
ており，今後も継続していきますが，併せて，さらなる制度の充実につい
ても検討する。

　高等学校・高等専門学校・短期大学・大学・大学院または専修学校に入
学する生徒の保護者で入学金等の調達が困難な者を対象として入学準備金
を貸し付ける。

　高等学校・高等専門学校・短期大学・大学・大学院または専修学校に在
学し，経済的理由により就学困難な学生・生徒を対象に奨学金を貸与す
る。

　経済的理由により，就学が困難と認められる児童・生徒の保護者に対し
て，保護者の負担を軽減するため，給食費や学用品など，必要な援助を行
う。
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【計画に未登載の新規事業】

①入学準備給付金 ［子ども企画課］ 新規事業（平成27年度～）給付対象児童数１，２７５人 給付対象児童数 － 人 給付対象児童数１，６４０人
新小学1年生　645人 新小学1年生　810人
新中学1年生　630人 新中学1年生　830人

②マザーズ・サポート・ステーション事業 ［母子保健課］ 新規事業（平成27年度～）窓口相談支援件数　 延49件 窓口相談支援件数　 延55件 窓口相談支援件数　 延100件
妊娠届出時相談支援件数 954件 妊娠届出時相談支援件数 妊娠届出時相談支援件数 1,600件

③多様な事業者の参入促進・能力活用事業 ［子どもサービス課］ 新規事業（平成27年度～）施設数 実施施設なし 施設数 １か所 施設数 １か所
入所実人員 ０人 入所実人員 ２人 入所実人員 ２人

④実費徴収に係る補足給付事業 ［子どもサービス課］ 新規事業（平成27年度～）延給付人員 １５２人 延給付人員 － 人 延給付人員 ２２８人

⑤子育て世帯空家等改修事業 ［住宅課］ 新規事業（平成28年度～）補助制度創設について検討 補助件数 ０件 補助件数 ５件

⑥学校運営協議会制度 [学校教育課] 新規事業（平成28年度～）（Ｈ２７は実績なし） 設置校数 設置校数
（コミュニティ・スクール） １校 （コミュニティ・スクール） １校

委員数 １０人 委員数 １０人

805件

　認定こども園において，健康面や発達面において特別な支援が必要な子
どもを受け入れる。

　子育て家庭への経済的支援を図るため，小学校および中学校等に入学す
る子どもの保護者に対し，入学準備金を支給する。

　子ども・子育て支援法に規定する支給認定保護者のうち，生活保護世帯
に対して，保護者が支払うべき日用品，文房具等の購入費用や行事への参
加に必要な費用の一部を補助する。

　西部地区および中央部地区の空家の有効活用や子育て世帯の街なか居住
を促進するため，子育て世帯が自ら所有している空家の屋根，外壁等を改
修し，居住する場合，改修費の一部を補助する。

　若い子育て世代の女性が抱える妊娠，出産，子育て等に関する相談に専
任の相談員が対応する相談窓口を設置する。

施策項目および事業内容

　保護者や地域住民などで構成された学校運営協議会が，学校運営の基本
方針の承認を行うなどの取組を通じて「地域とともにある学校づくり」を
進める。

事業開始年度 平成27年度実績
平成28年度計画

9月末時点での実績 4月～3月までの見込み
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